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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 12,507,486 14,060,788 22,215,238 31,839,976 21,069,425

経常利益又は

経常損失（△）
（千円） 828,717 1,256,916 1,915,401 2,470,713 △690,691

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 465,188 714,210 1,045,457 1,401,096 △862,622

純資産額 （千円） 1,750,929 2,432,703 5,808,399 6,974,720 5,410,706

総資産額 （千円） 10,884,615 14,902,910 22,976,558 26,237,195 23,583,675

１株当たり純資産額 （円） 126,521.38 57,352.09 22,761.08 27,331.48 21,842.12

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 55,477.39 17,145.66 4,340.41 5,490.40 △3,460.72

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 53,561.11 16,845.77 4,268.67 － －

自己資本比率 （％） 16.1 16.3 25.3 26.6 22.9

自己資本利益率 （％） 42.2 34.1 25.4 21.9 △13.9

株価収益率 （倍） 10.8 4.5 24.4 12.6 －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 724,168 △678,541 2,993,761 △6,669,624 △8,945,629

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △102,201 △33,305 △580,128 △271,004 △471,520

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 2,166,808 1,715,984 3,218,835 3,801,779 1,523,680

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 5,042,305 6,046,442 11,678,911 8,540,062 663,404

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
（名）

62

(－)

78

(21)

122

(52)

151

(73)

201

(95)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２　第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　      ３　第９期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 12,493,440 13,954,035 21,974,102 31,198,738 19,802,825

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 851,308 1,278,451 2,027,530 2,522,190 △655,139

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 479,028 740,561 1,164,533 1,458,353 △897,694

資本金 （千円） 514,560 522,560 1,772,602 1,772,602 1,772,602

発行済株式総数 （株） 13,839 42,417 255,191 255,191 255,191

純資産額 （千円） 1,767,847 2,475,973 5,970,745 7,194,323 5,610,481

総資産額 （千円） 10,890,478 14,928,156 23,026,698 25,941,496 23,414,614

１株当たり純資産額 （円） 127,743.91 58,372.19 23,397.25 28,192.03 22,669.53

１株当たり配当額 （円） 3,500.00 4,000.00 920.00 1,240.00 －

（１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 57,127.88 17,778.26 4,834.78 5,714.77 △3,601.43

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 55,154.60 17,467.29 4,754.86 － －

自己資本比率 （％） 16.2 16.6 25.9 27.7 24.0

自己資本利益率 （％） 43.1 34.9 27.6 22.2 △14.0

株価収益率 （倍） 10.5 4.4 21.9 12.1 －

配当性向 （％） 10.1 22.5 19.0 21.7 －

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
（名）

56

(－)

67

(1)

87

          (－)

110

(－)

113

(－)　

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第６期の１株当たり配当額については、普通配当3,500円のほか、平成16年12月28日付にて東京証券取引所市場

第二部に上場したことに伴う記念配当500円が含まれております。

 　　　 ３　第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　　　　４　第９期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２【沿革】

平成11年７月 資本金20,000千円でリビングクリエイト株式会社を設立（本社東京都新宿区）

平成11年８月 宅地建物取引業免許（東京都知事）を取得

平成11年９月 一級建築士事務所登録（東京都知事）

平成11年10月 販売代理業務を開始

平成12年９月 本社を東京都渋谷区桜丘町に移転、社名をシーズクリエイト株式会社に変更

平成13年４月 一般建設業（建築工事業）の免許を取得

平成13年５月 自社ブランドマンションの分譲事業を開始、「シーズガーデン」シリーズ第１号として「シーズ

ガーデン国立」を発売

平成13年６月 新たな自社ブランド「シーズスクエア」シリーズ第１号として「シーズスクエア菊川」を発売

平成13年８月 特定建設業（建築工事業）の免許（東京都知事）を取得

平成14年５月 宅地建物取引業者免許（国土交通大臣）を取得

　 分譲マンションの管理事業を主目的として、100％子会社「シーズコミュニティ株式会社」を設立

平成14年11月 一般不動産投資顧問業登録

平成14年12月 武蔵野エリア初のオール電化（環境共生型）マンション「シーズガーデン国分寺」を発売

平成15年３月 環境マネジメントシステム国際規格である、ISO14001を本社にて取得

平成15年６月 不動産特定共同事業許可取得（金融庁長官・国土交通大臣）

平成15年７月 新たな自社ブランド「シーズクロノス」シリーズ第１号として「シーズクロノス新宿戸山」を発売

　 介護事業を主目的として、100％子会社「シーズライフケア株式会社」を設立

平成15年８月 シーズライフケア株式会社の訪問介護事業所として、東京都大田区に「ライフケア大田」開設

平成16年２月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成16年３月 資本金を514,560千円に増資

平成16年10月 シーズライフケア株式会社の第２号の訪問介護事業所として、東京都世田谷区に「ライフケア世田

谷」を開設

平成16年12月 東京証券取引所市場第二部へ上場

平成17年２月 資本金を522,560千円に増資

　 サテライト戦略物件第１号「シーズガーデン甲府丸の内」を発売

平成17年３月 当社初の不動産流動化事業として、「祐天寺プロジェクト」の事業化に着手

平成17年８月 資本金を1,772,602,015円に増資

平成17年10月 シーズライフケア株式会社の第３号の訪問介護事業所として、東京都新宿区に「ライフケア新宿」

を開設

　 シーズライフケア株式会社にて、千葉県柏市に特定有料老人ホーム「シーハーツ柏」を開業

平成17年11月 本社を東京都渋谷区神宮前に移転

　　 平成18年５月 東京証券取引所市場第一部銘柄へ指定換え

 　　平成18年５月 天然素材を中心としたインテリア家具雑貨等の販売を目的として、100％子会社「シーズマナーナ株

式会社」を設立

平成18年９月 シーズライフケア株式会社にて、千葉県松戸市に特定有料老人ホーム「シーハーツ松戸」を開業

 　　平成18年12月 不動産開発市場の拡大が見込まれる中国遼寧省大連市に、100％子会社「大連日創置業有限公司」を

設立

 　　平成19年５月 キッチンウェアの販売を目的として、子会社「パントリーマジックジャパン株式会社」を設立

 　　平成19年６月 シーズライフケア株式会社にて、千葉県柏市にある特定有料老人ホーム「シーハーツ柏の葉」を事

業の譲受により取得
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３【事業の内容】

　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(シーズクリエイト株式会社)及び子会社５社により構成されており、マ

ンション分譲事業、不動産流動化事業、介護事業、物販事業を主たる事業としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の５事業は「第５　経理の状況　　１　連結財務諸表等　(１) 連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。

(１) マンション分譲事業

　当社の主要な商品である環境共生型マンション、「シーズガーデン」「シーズスクエア」及び「シーズクロノス」

を中心とした自社開発ブランドマンションを開発・分譲する事業を行っております。「心に、体に、地球にやさしい住ま

いづくり」をコンセプトに、環境、健康、安全に配慮した、オール電化、屋上緑化、太陽光発電を標準仕様で取り入れ、高品

質な住空間の提供を行なっております。

(２) 不動産流動化事業

　当社でマンション、土地等の仕入れ、企画・開発を行い、賃貸物件の開発等によりバリューアップして販売を行なって

おります。

(３) 介護事業

　当社の子会社シーズライフケア㈱が、訪問介護事業、有料老人ホームを運営する事業及びこれらの事業に付随して介護

用品の販売、レンタル事業を行っております。また、平成19年6月に介護付有料老人ホーム「シーハーツ柏の葉」を事業

の譲受により取得し運営しております。

(４) 物販事業

　当社の子会社シーズマナーナ㈱において天然素材家具やインテリア家具等の販売を行い、同パントリーマジックジャ

パン㈱において、平成19年８月に横浜市都筑区に「パントリーマジック港北MINAMO店」を開店し、キッチンウェアの

販売を行っております。

(５) その他の事業

　当社において、当社分譲マンションの購入者に対する設計変更工事及び住居のオプション商品を販売する事業を行う

とともに、リフォーム工事、中古不動産を仲介・販売する事業等を行っております。また、当社の子会社のシーズコミュ

ニティ㈱においてマンション管理事業を行っております。

EDINET提出書類

シーズクリエイト株式会社(E04019)

有価証券報告書

 5/87



　事業の系統図は次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　  　  　

シーズコミュニティ㈱ 東京都渋谷区 40,000 マンション管理事業 100

当社分譲マンショ
ンの管理をしてお
ります。また、当社
より本社事務所の
貸与を受けており
ます。
役員兼任２名。

（連結子会社） 　  　  　

シーズライフケア㈱ 東京都渋谷区 235,000
訪問介護、高齢者住
宅の運営 100

当社より本社事務
所及び施設の貸与
を受けておりま
す。
役員兼任３名。

（連結子会社） 　  　  　

シーズマナーナ㈱ 東京都渋谷区 75,000 インテリア家具、雑
貨の販売

100

当社より本社事務
所及び店舗の貸与
を受けておりま
す。
役員兼任４名。

(連結子会社) 　  　  　

大連日創置業有限公司
 中国
遼寧省大連市

2,853,920 不動産の開発及び販
売等

100 　
役員兼任４名。

(連結子会社) 　  　  　

パントリーマジック
ジャパン㈱

 東京都渋谷区 50,000 キッチンウェアの販
売

90

当社より本社事務
所及び店舗の貸与
を受けておりま
す。
役員兼任３名。

（注）シーズライフケア株式会社及び大連日創置業有限公司は、特定子会社であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

区分 従業員数（名）

マンション分譲事業 70　(－)

不動産流動化事業 5　(－)

介護事業 77　(95)

物販事業 6　(－)

その他の事業 23　(－)

全社(共通) 20　(－)

合計 201　(95)

 （注） １　従業員数は就業人員であります。また、（　）書きは平均臨時雇用者数であり外書きであります。

 　　 　２　当連結会計年度において、当社の子会社のシーズライフケアが介護付有料老人ホームを運営する㈱トータルケア

サポートから事業の譲受等により従業員数は50名増加しております。

(2）提出会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

113(－) 33.6 3.5 6,358

　（注）１　従業員数は就業人員であります。また、（　）書きは平均臨時雇用者数であり外書きであります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はあり

ません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　　当連結会計年度における国内経済は、第３四半期までの堅調な企業活動に支えられて景気動向が回復基調を示して

おりましたが、第４四半期に入って景気回復は足踏み状態(内閣府月例経済報告)との認識を示すに至っております。

さらに、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱や原油高等が日本経済にも影響を与えている状況と

なっております。

　マンション業界におきましては、平成19年6月20日施行の改正建築基準法における建築確認審査が厳格化されたこ

とに伴う建築着工の遅れは一段落したものの、土地・建築費等のコスト上昇によるマンション価格の高騰等が要因

となり、お客様の購入意欲を抑制している状況が続いております。こうした業界環境の中で、2007年(１月～12月)の

首都圏での発売戸数は6万1千戸余(前年同期比18.1％減)、東京23区においても同30.0％減となっており、2008年(１月

～12月)の首都圏発売戸数は5万4千戸(不動産経済研究所)とさらに減少する見込となっております。

　当社においては、一昨年から、郊外型マンションは今後販売が苦戦するとの予測の下、新規の仕入をストップして

おりましたが、当連結会計年度においてはそれ以前に仕入済であった物件が竣工時期を迎え、特に武蔵藤沢、町田、

桐生の3物件の販売戸数が期初予想を大きく下回る結果となりました。

  不動産流動化事業におきましては、概ね計画どおりの売上高となりましたが、売却予定先企業の資金調達が出来

ずに、成約に至らなかった案件も複数ございました。介護事業においては新たに千葉県柏市において１施設の運営

を開始し、３施設で順調に事業展開しております。また、その他の事業では、マンション管理業も管理棟数の増加に

伴って堅調に業績が推移しております。

　このような事業環境のもと、当社では、「心に、体に、地球にやさしい住まいづくり」をマンション創造の基本コン

セプトとして、環境、健康、安全を追求した環境共生型マンションを提供して参りましたが、当連結会計年度におい

ては、住宅業界の環境悪化があったとはいえ、昨年から開発中のサテライト(首都圏地方中核都市)物件の販売に苦戦

したこと等によって、創業来初めて２百戸超の完成在庫を残すこととなりました。しかしながら当社グループで推

進してきた高品質、高機能マンション(オール電化、太陽光発電、屋上緑化、さらには無垢材の床や建具、珪藻土の壁な

ど自然素材にこだわったロハススタイルの住まい)の提供がお客様のニーズにそぐわなかったものではなく、特に環

境に配慮した住まい作りの姿勢には、これまで以上の熱いご支援の声をいただいております。今後も更なる品質の

向上に努め一層、お客様のニーズに沿った物件作りに精進する姿勢を貫いて参ります。

　この結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高は21,069,425千円（前期比33.8％減）、経常損失は690,691千

円（前期経常利益2,470,713千円)、当期純損失は862,622千円（前期当期純利益1,401,096千円）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、物販事業はパントリーマジックブランドのキッチ

ンウェア店舗を開業したこと及び、従来のマンション分譲事業、不動産流動化事業及び介護事業とは異なる業態で

今後の事業の重要性等に鑑みて新たにセグメント情報を開示しておりますが、当連結会計年度からの開示のため前

期比較は行っておりません。

　　マンション分譲事業におきましては、当連結会計年度において８物件が竣工し、前期からの完成在庫も含めた総戸

数605戸のうち368戸の引渡を完了し売上計上いたしました。この結果、売上高は11,197,480千円(前期比49.9％減)、営

業損失は476,584千円(前期営業利益2,554,934千円)となりました。

　　不動産流動化事業におきましては、賃貸マンション浅草レジデンス１棟を売却した他、銀座、池袋等の物件の販売を

完了し売上計上いたしました。この結果、売上高は8,205,331千円(前期比0.7％減)、営業利益は849,696千円(前期比

6.8％増)となりました。

　　介護事業におきましては、有料老人ホーム「シーハーツ柏」「シーハーツ松戸」ともほぼ満室に近い状況となって

おります。さらに、平成19年６月に事業の譲受により開業した「シーハーツ柏の葉」の入居もほぼ予定どおり推移

しております。この結果、売上高は864,959千円(前期比106.3％増)、営業損失は36,992千円(前期営業損失122,393千円)

となりました。
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　　物販事業におきましては、当連結会計年度に新たに開業したキッチンウエアの販売店舗「パントリーマジック港北

MINAMO店」（横浜市都筑区）と、従来のロハス商品販売店舗「エル・マナーナ自由が丘店」（目黒区自由が丘）

についてセグメント区分したものでありますが、「エル・マナーナ自由が丘店」は平成20年３月に、今後の物販事

業の展開を再点検することとしたことから店舗を閉鎖しております。なお、「パントリーマジック港北MINAMO

店」はオープン初年度ということもあり当連結会計年度で若干の赤字となりました。この結果、売上高は77,707千

円、営業損失は167,196千円となりました。

  　その他の事業におきましては、設計変更工事・オプション商品販売、リフォーム工事、不動産の仲介・販売等及び

マンションの管理業務であり、ほぼ計画どおりの実績を挙げております。この結果、売上高は780,472千円、営業損失

は40,396千円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失が

713,155千円となったこと及び借入金の返済等により、前連結会計年度末に比べて7,876,657千円減少(前期比

92.2％減)し、当連結会計年度末には663,404千円となりました。

各活動別の主な要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

  営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、8,945,629千円(前期比34.1％増)の支出となりました。これは、

税金等調整前当期純損失が713,155千円、たな卸資産の増加が2,652,042千円、前渡金の増加が2,772,002

千円、仕入債務の減少が2,286,003千円、法人税等の支払いが1,071,198千円あったこと等によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

  投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、471,520千円(前期比74.0％減)の支出となりました。これは主

として出資金の支出が199,990千円、固定資産の取得が113,143千円及び介護事業の新規開発の保証金の支払

が186,960千円あったこと等によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、1,523,680千円(前期比59.9％減)の収入となりました。これは、

短期借入金及び長期借入金の返済が20,807,000千円、自己株式の取得が369,044千円及び配当金の支払が314,333千円

等の支出があったものの、短期借入金及び長期借入金の借入が22,502,500千円、私募債の発行による収入が590,354千

円あったこと等によるものであります。

科　　　目
前連結会計年度
（千円）

当連結会計年度
（千円）

前年同期比
（千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,669,624 △8,945,629 △2,276,005

投資活動によるキャッシュ・フロー △271,004 △471,520 △200,516

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,801,779 1,523,680 △2,278,099

現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） △3,138,848 △7,876,657 △4,737,808

現金及び現金同等物の期末残高 8,540,062 663,404 △7,876,657
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２【契約高及び販売の状況】

(1）契約状況

　前連結会計年度及び当連結会計年度の分譲マンション事業の契約実績及び契約繰越残高は次のとおりでありま

す。

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

契約高 契約繰越残高 契約高 契約繰越残高

戸数
（戸）

金額
（千円）

前期比
（％）

戸数
（戸）

金額
（千円）

前期比
（％）

戸数
（戸）

金額
（千円）

前期比
（％）

戸数
（戸）

金額
（千円）

前期比
（％）

マンショ

ン分譲事

業

627 19,787,491 119.9 69 2,468,969 49.2 343 10,019,384 △49.4 44 1,290,873 △47.7

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は販売価額によっております。

(2）販売実績

　前連結会計年度及び当連結会計年度の販売実績は次のとおりであります。

区分

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

戸数（戸） 金額（千円）
前年同期比
（％）

戸数（戸） 金額（千円）
前年同期比
（％）

マンション分譲事業 732 22,336,012 104.4 368 11,197,480 △49.9

不動産流動化事業 － 8,261,324 － － 8,205,331 △0.7

介護事業 － 419,304 － － 864,959 106.3

物販事業 － － － － 40,170 －

その他事業 － 823,336 － － 761,482 －

合計 732 31,839,976 143.3 368 21,069,425 △33.8

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従来その他の事業に含めておりました物販事業を当連結会計年度から区分することとしたため、物販事業及

びその他の事業の前期比は記載を省略しております。

３　セグメント間の取引については相殺消去しております。

４　当連結会計年度におけるマンション分譲事業の販売実績の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　      (物件名)                      (所在地)           (千円)   (戸)

        シーズガーデンパラディス町田　　　神奈川県相模原市　1,841,027     53

　　　　シーズガーデン妙蓮寺　　　　　　　神奈川県横浜市    1,618,366     45

　　　　シーズガーデン千城台　　　　　　　千葉県若葉区　    1,212,110     45

　　　　シーズガーデン浜野　　　　　　　　千葉県千葉市      1,172,698     39

　　　　シーズガーデン武蔵藤沢　　　　　　埼玉県入間市　　　1,149,465     35

        ５　当連結会計年度における不動産流動化事業の販売実績の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　(相手先)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(千円)   (内容)

　　　　　　　　双日㈱　　　　　　　　                          　　3,580,000    土地、建物

　　　　　　　　エイエス医療福祉開発㈱　　　　　　　　　　　　　　　2,100,000　　土地

　　　　　　　　合同会社浅草ホールディングス　　　　　　　　　　　　1,179,000　　土地

        ６　当連結会計年度における介護事業の販売実績の事業所別内訳は次のとおりであります。   

 　　　　　　　　　　 (事業所)                    (事業所数)           (千円)  

 　　　　　     居宅介護事業所　　                ２ヶ所               71,635

 　　　　　　　 有料老人ホーム　　                ３ヶ所              793,323
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３【対処すべき課題】

  当社グループでは、マンション分譲事業を柱として、不動産流動化事業、介護事業、マンション管理事業、リフォーム

事業、インテリア家具等やキッチンウェア・雑貨の物販事業を通じ住まいに関しましては、すべて当社グループにて

サービスの提供を可能とする総合ライフサポート事業を展開して参ります。なお、以上の経営戦略の達成を図るため、

以下の課題に取り組んで参る所存であります。

①人材の育成

　当社グループでは、人は財産であるとの考えのもと、企業の成長と人材のバランスが欠如することの無きよう、人材

育成を企業経営の基本方針と捉え、将来に向けて成長を確実なものとすべく、新卒者、中途採用者を含め、仕事の質量

共にレベルアップすることが可能な人材育成を行って参ります。

②ブランド力の強化

　当社グループでは、主力であるマンション分譲事業をはじめとする各事業部門をより強化するという意味で、より多

くの顧客層に広く認知していただける企業ブランドの醸成に努めて参ります。具体的には、現在マンション分譲事業

における「シーズガーデン」「シーズスクエア」「シーズクロノス」以上現在の３つのマンションブランドに加え、

新たに都心型マンションシリーズとして「リカルド」ブランドを展開し、今後においても、顧客ニーズを取り入れた

商品企画を行ない、さらなる企業価値の向上に努めて参ります。

③財務体質の強化

　当社グループでは、収益性の向上・有利子負債の削減による財務体質の強化を重点課題としております。安定した収

益基盤を構築するとともに、期間利益の積み上げにより株主資本の充実を図って参ります。

④営業力の強化

　当社グループでは、厳しい環境下においても着実に売り切るために、一層の戦力強化に向けた体制を整えて参りま

す。

⑤事業基盤の整備

　業績回復と今後の成長に向けた新たな資産形成を図るため、各事業の整備に努めて参ります。

イ．マンション分譲事業

　これまでのサテライト戦略から都心部におけるコンパクトマンションの開発及び人気の沿線及びターミナル駅

から徒歩10分圏内のファミリーマンションの仕入拡充へと戦略転換に沿った「たな卸資産」の形成を行なって

参ります。

ロ．不動産流動化事業

　現在の不動産市況に見合った好立地・高利回り物件及び都心部一等地の大型物件への注力により、事業基盤の

整備に努めて参ります。

ハ．その他の事業

　今後の高齢化社会の進展を見据えて、子会社のシーズライフケア㈱の介護事業におけるオペレーション能力と

のシナジー効果を活かし、高齢者住宅の分譲事業等にも着手して参ります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。

　また、必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項について

は、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告

書提出日現在において判断したものであります。

　当社グループはこれらのリスク発生を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります

が、当社グループに対する投資判断は、以下に記載した事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる

必要があります。また、以下の記載は、当社グループの事業に関するリスクを完全に網羅するものではありませんので

ご注意ください。

(1）財政状態及び経営成績全般について

　当社グループの借入金は原則としてマンション開発プロジェクト資金のうち土地代相当額のみに限定しており、

物件竣工と同時に返済することを基本方針としております。キャッシュ・フロー重視の観点から引き続き、資金調

達手段の多様化等により有利子負債の圧縮に努めてまいりますが、借入依存率が高いため金利水準の変動によって

財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(2）主要な事業の前提に係るリスク

  経営成績及び財政状態の変動要因について、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、次のよ

うなものがあります。

① 業績変動について

 当社グループの主力事業でありますマンション分譲事業においては、マンションの契約時ではなく、顧客への引

渡時に売上が計上されますが、不動産業界の他社と同様に、下期に売上が集中する傾向があります。そのため、天災

その他予測し得ない事態により建築工事が遅延すれば、顧客への引渡しが遅れるため、当社グループの業績が著し

く変動する可能性があります。

② 景気の動向について

 当社グループの主力事業でありますマンション分譲事業においては、顧客の購買意欲が雇用環境の変化や景気

の見通しなどの景気動向の影響を受けやすい特性があります。従いまして、当社の想定を超える経済情勢の変動が

起こった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 また、用地仕入競争の激化による土地仕入価格や、建築資材の価格が上昇した場合に、上昇した開発コストを価格

に転嫁することが難しい場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

  ③ 金融環境の変化について

　当社グループの主力事業でありますマンション分譲事業においては、土地取得のための資金調達は、各プロジェ

クト毎に金融機関を選定し、借入を行なうことを基本としております。

　しかしながら、金融環境の変化によって資金調達が困難となった場合及び金利上昇局面においては、資金調達コ

ストが増大し、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

  ④ 法的規制について

　当社グループは、不動産関連法規の規制を受けておりますが、将来におけるこれらの法令の改正や新たな法的規

制によって、当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 個人情報の管理について

  当社グループは、マンション等の販売、管理に関しまして多くの個人情報をお預かりさせていただいておりま

す。当社グループといたしましては、個人情報の取扱に関するルールを定め、取扱については全役職員に対し周知

徹底を図っております。

  しかしながら、不測の事態により、万が一個人情報が漏洩するような事態となった場合には、当社グループの信

用が失墜し、さらには損害賠償による費用発生の可能性も考えられ、その場合には当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

契約先 契約内容 契約期間

東京電力株式会社

オール電化住宅の企画・販売に関する業務提携

電化住宅に関する情報提供

シンボルマーク等の使用

オール電化住宅の販売協力

平成19年11月28日から

平成20年11月27日まで

松下電工株式会社

ユアサヒラノ株式会社

電化住宅におけるCO２ヒートポンプ給湯機の販売及び開発に

ついての業務提携

環境共生型電化住宅に採用のCO２ヒートポンプ給湯機におい

て顧客ニーズの把握、採用機器の改良、販売及び開発

商標ロゴマークの使用

電化住宅の販売協力

商品情報の提供

平成19年11月27日から

平成20年11月26日まで

タカラスタンダード株式会

社

東芝コンシューママーケ

ティング株式会社

電化住宅の開発におけるシステムキッチン及びIHクッキング

ヒーターの販売についての業務提携

環境共生型電化住宅に採用のシステムキッチン及びIHクッキ

ングヒーターにおいて顧客ニーズの把握及び採用機器の改良

新商品情報の提供

電化住宅の販売協力

平成19年11月28日から

平成20年11月27日まで

三菱電機ビルテクノサービ

ス株式会社

トーコービルシステム株式

会社

次世代型電化住宅における昇降機の販売及び開発についての

業務提携

次世代型電化住宅の昇降機において、顧客ニーズの把握、採用

機器の改良

電化住宅の販売協力

昇降機に関する新製品の情報提供

平成19年11月28日から

平成20年11月27日まで

綜合警備保障株式会社

次世代型電化住宅の販売及び開発についての業務提携

次世代型電化住宅において、顧客ニーズの把握、採用機器の改

良及びセキュリティの強化

電化住宅の販売協力

商標ロゴマークの使用

次世代型電化住宅及びセキュリティに関する情報提供

平成19年11月27日から

平成20年11月26日まで

パシフィックマネジメント

株式会社

開発型賃貸マンションの売買及び開発型ファンドの組成に関

する業務提携

平成19年12月24日から

平成20年12月23日まで

株式会社大起エンゼルヘル

プ

下記に掲げる事業において用地選定・建設・販売から運営に

至るまでの情報、ノウハウの提供及び運営協力

①有料老人ホーム、グループホームなどの事業

②訪問介護などの在宅サービス事業

③その他の関連事業

平成19年12月29日から

平成20年12月28日まで

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成につきましては、当社経営陣は、たな卸資産、重要な引当金、法人税等、財務活動

及び偶発事象等に関する見積り及び判断に関して、評価をしております。過去の実績、状況に応じて的確な見積り及

び判断を行っており、その結果は、他の方法では判定が困難な資産、負債の帳簿価額及び収入、費用の報告数値につ

いての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があり、これらの見積りと異なる場合がありま

す。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は、主たる事業であるマンション分譲事業の郊外型マンションの販売が期初予想

を大きく下回り、不動産流動化事業におきましては、土地の販売が概ね計画どおり推移し、設計変更工事、オプショ

ン工事、マンション管理事業等の各事業部門は順調でありましたが、前期比33.8％減の21,069,425千円となりました。

また、土地、建築費等のコスト上昇により売上総利益は低下し、経常損失は690,691千円(前期経常利益2,470,713千円)、

さらに当期純損失は862,622千円（前期当期純利益1,401,096千円）となりました。

(3）経営成績に重大な影響を与える要因について

　当社グループの主たる事業は、マンションの自社開発による分譲事業であります。都心部を中心とした地価の上昇

は郊外部に波及しつつあり、建築費の上昇も顕著となってきていることから、売上原価の増加を招く可能性があり

ます。また、プロジェクト資金の調達は土地の取得に限定しているとはいえ、経済環境、景気動向、金利動向等により

利益圧迫要因となる可能性があります。こうした要因を回避し、マンション分譲事業の恒常的な発展を図るため、高

付加価値をつけた環境共生型マンションの開発を行い他社マンションとの差別化を推し進めるとともに、不動産流

動化事業、介護事業、物販事業等の関連事業を展開しております。

(4）戦略的現状分析と見通し

　当社グループでは、三大都市圏を中心とした地価の上昇や、首都圏近郊都市でのマンション供給の増加等を踏ま

え、豊富な情報ルートと厳格な選定基準を維持しつつ、物件企画における他社との差別化を図っております。これま

での環境共生型マンションをさらに一歩進め、「LOHAS主義」「天然生活宣言」をマンション企画に反映させて参

ります。具体的には、現在開発中及び今後の開発物件に珪藻土、無垢材等の自然素材を多用し、他社との商品の差別

化を図っております。

　不動産関連事業として、マンション管理事業におけるメンテナンスサービスの拡充、介護事業における介護サービ

スの充実、介護付有料老人ホームの安心・安全・誠実な施設運営の徹底、不動産流動化事業においては賃貸マン

ションや商業ビル等の開発に取り組んで参ります。今後は、環境問題に対しても企業として積極的に取り組み、より

健康・環境について配慮した商品の提供及びサービスの強化を行うことで、総合ライフサポート事業を展開して参

りたいと考えております。
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　 前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減

総資産（千円） 26,237,195 23,583,675 △2,653,519

株主資本（千円） 6,974,720 5,426,618 △1,548,102

株主資本比率（％） 26.6 23.0 －

①　資産、負債及び純資産の状況

　総資産は、前連結会計年度に比べ2,653,519千円減少して23,583,675千円となりました。これは主に、賃貸事業目的と

して所有していた有形固定資産（浅草レジデンス）の売却が実現し、建物および土地が減少したこと等によるもの

であります。

　株主資本は、前連結会計年度に比べ1,548,102千円減少して5,426,618千円となりました。これは、当期純損失の計上

等により利益剰余金が1,179,058千円減少したことによるものであります。

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における資金状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが前連結会計年度末より

2,276,005千円減少し8,945,629千円の支出となりました。これは介護施設の新規開業に係る前渡金の支出があったこ

と等によるものであります。投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前連結会計年度が271,004千円の

支出に対し、当連結会計年度471,520千円の支出となりました。支出の主な要因はパントリーマジック港北MINAMO

店のオープン等による固定資産の支出等によるものです。

　なお、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フロー及び投資活動

によるキャッシュ・フロー合わせて9,417,150千円の支出であります。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の内外の経済環境及び不動産業界の事業環境に配慮しつつ、入手可能な情報に基づ

き最善の経営方針を立案し、遂行するよう努めておりますが、昨今の原油高並びに米国のサブプライムローンに端

を発した金融市場の混乱に加え、資源高騰等による不安定要素が拭え切れず、経済情勢の不透明感が増しているこ

と、また、マンション業界においても、土地・建築費等のコスト上昇によるマンション価格の高騰等が要因となり、

お客様の購入意欲を抑制している状況が続いていることから、厳しい市場環境になることが予想されます。

　このような状況の中、当社グループは、事業コンセプトである「LOHAS主義」「天然生活宣言」を推し進め、珪藻

土の壁や天然無垢材の建具などの自然素材を使用するとともに、「環境」「健康」「安全」を追求し、更なる品質

の向上に努め、より広く社会に認知されるべくマンションブランド及び企業ブランドの構築を行い、より心地よい

健康な住まいづくりを行うことにより顧客層の拡大を図り、事業の安定と確実な発展に取り組んでまいります。

　また、各事業部門の強化を行いユーザーのニーズに的確に応えるべく総合ライフサポート事業を展開し、事業領域

の拡大による安定的な収益バランスを確保し、更なる企業価値の向上に努めて参ります。

　財務面におきましては、販売用不動産及び仕入済みである流動用不動産の早期完売を図り、たな卸資産の圧縮、金

融機関への借入金返済による有利子負債の圧縮及び新規プロジェクトの実行に向けた金融機関からの与信枠の拡

大等、財務体質の改善に努めて参ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度におきまして、高齢者住宅事業の当社グループ３施設目となる「シーハーツ柏の葉」の事業の譲受

があったこと及びキッチンウェアブランドである「パントリーマジック」の日本における出店を当社グループで開

始したこと等により、建物、備品及びのれんが250,000千円増加しております。当社グループは、主たる事業であるマン

ション分譲事業を支える関連事業として介護事業をはじめとして、その他の事業の拡充を図っております。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）

 建物
土地

（面積㎡） 
 工具器具
及び備品

 合計

本社

(東京都渋谷区)他

全社

　
事務所他 51,589

905

(1,058.97)
5,967 58,461 110（-）　

パントリーマジッ

クジャパン㈱他

(神奈川県横浜市

都筑区)他

物販事業 

　

キッチンウェ

ア、LOHAS

ショップ

24,665 － 1,535 26,201 3（-）　

合計 76,255
905

(1,058.97)
7,502 84,662 113（-）　

　（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

(2）国内子会社

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）

 建物
土地

（面積㎡） 
 工具器具
及び備品

 合計

シーハーツ柏他

(千葉県柏市)他

介護事業

　

有料老人ホー

ム
107,859 － 40,244 148,104 74（95）　

合計 107,859 － 40,244 148,104 74（95）　

また、主要な賃借設備として、当社の子会社であるパントリーマジックジャパン㈱の「パントリーマジック港北

MINAMO店」の建物の一部を、親会社シーズクリエイト㈱より賃借して事業運営しております。

　

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000

計 500,000

　（注）平成20年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より500,000株

増加し、1,000,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 255,191 255,191
東京証券取引所

市場第一部
　　　－

計 255,191 255,191 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】

          該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年９月25日
（注）１ 1,820 3,223 91,000 202,520 － 11,520

平成15年９月25日
（注）２ 550 3,773 55,000 257,520 55,000 66,520

平成15年11月７日
（注）３ 7,546 11,319 － 257,520 － 66,520

平成16年２月４日
（注）４ 2,000 13,319 204,000 461,520 298,200 364,720

平成16年３月３日
（注）５ 520 13,839 53,040 514,560 77,532 442,252

平成16年７月20日
（注）６ 27,678 41,517 － 514,560 － 442,252

平成17年２月16日
（注）７ 900 42,417 8,000 522,560 8,000 450,252

平成17年５月20日
（注）８ 169,668 212,085 － 522,560 － 450,252

 平成17年７月８日～
平成17年８月４日
  (注) ９ 

43,106 255,191 1,250,041 1,772,602 1,249,958 1,700,210

(注) １　新株引受権の権利行使

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

権利行使者　幸　寿（当社代表取締役）

２　第１回無担保転換社債の株式転換

発行価格 200,000円

資本組入額 100,000円

転換請求者　日本アジア投資㈱、JAIC-ジャパン２（エー）号投資事業組合、JAIC-ジャパン２（ビー）号投資

事業組合、ジャイク・インキュベーション一号投資事業有限責任組合

３　株式分割（１：３）によるものであります。

４　有償一般募集（ブックビルディング方式）

発行価格 270,000円

引受価額 251,100円

発行価額 204,000円

資本組入額 102,000円

５　グリーンシューオプション行使に伴う有償第三者割当

発行価額 204,000円

資本組入額 102,000円

６　株式分割（１：３）によるものであります。

７  新株予約権権利行使

発行価額 17,778円

資本組入額 8,889円

８  株式分割（１：５）によるものであります。

９  平成17年５月25日発行の第１回無担保転換社債型新株予約権付社債25億円の新株予約権がすべて権利行使

さ　　　　　

　　れたことによるものであります。

EDINET提出書類

シーズクリエイト株式会社(E04019)

有価証券報告書

19/87



（５）【所有者別状況】

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 25 26 77 39 6 12,410 12,583 －

所有株式数(株) ― 16,428 2,833 8,325 6,798 40 220,767 255,191  0.38

所有株式数の割

合（％）
― 6.44 1.11 3.26 2.66 0.02 86.51 100.00 －

  （注）１　自己株式7,701株は、「個人その他」に含めて記載しております。

　　　　２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、44株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

幸　寿 東京都世田谷区 96,450 37.79

シーズクリエイト株式会社
東京都渋谷区神宮前５丁目52番２号

7,701 3.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号
5,421 2.12

ゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.

K

（東京都港区六本木６丁目10番１号）
2,178 0.85

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号
2,126 0.83

田中　重之 神奈川県川崎市麻生区 2,065 0.80

株式会社強力企画
東京都港区麻布十番１丁目７番11号

麻布井上ビル５Ｆ
1,475 0.57

株式会社大島 東京都江東区新大橋３丁目12番８号 1,350 0.52

吉澤　実 東京都世田谷区 1,325 0.51

田中　智之 愛知県名古屋市中区 1,170 0.45

計 － 121,261 47.51
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 7,701 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 247,490 247,490

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

端株 0.38 － －

発行済株式総数 255,191.38 － －

総株主の議決権 － 247,490 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が含まれており、そのうち44株

につきましては失念株式数となっております。なお、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に

係る議決権の数44個が含まれております。

②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シーズクリエイト

株式会社

東京都渋谷区神宮前

５－52－２
7,701 ― 7,701 3.01

計 － 7,701 ― 7,701 3.01
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

（平成19年６月26日定時株主総会決議）

　会社法に基づき、当社の取締役、従業員及び子会社取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを、平成19年６月26日の定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役（６名）及び従業員

子会社シーズコミュニティ株式会社の取締役（２名）

子会社シーズライフケア株式会社の取締役（１名）

子会社シーズマナーナ株式会社の取締役（１名）

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

株式の数（株）  12,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円）  　注１

新株予約権の行使期間
自　平成22年６月27日

至　平成28年６月26日

新株予約権の行使の条件  注２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

 （注）１　新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権の行使により発行する株式１株当たりの払込

金額（以下「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた金額とする。

 　　　　　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ

る。）又は割当日の終値（当日に終値がない場合には、それに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額

とする。ただし、行使価額は以下の調整に服する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・併合の比率

  また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通

株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する

自己株式数」に読み替える。

　さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配

当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、当

社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。

EDINET提出書類

シーズクリエイト株式会社(E04019)

有価証券報告書

22/87



 ２　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権を行使する日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が、１株100,000円（以下、「目

標株価」という。）以上であることを要する。ただし、目標株価は以下の調整に服する。　

イ．割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、目標株価を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後目標株価 ＝ 調整前目標株価 ×
１

株式分割・併合の比率

 ロ．割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普

通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、目標株価を次の算式に

より調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後目標株価 ＝ 調整前目標株価 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式に使用するにおいて、「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、基準日がない場合は調整

後目標を適用する日の１ヶ月前の日における、当社の発行済普通株式総数をいう。ただし、当社の保有する

自己株式数は含まない。また、「時価」とは、調整後目標株価を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（このうち、終値（気配表示を含む。）のない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値をいう。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。

ハ．上記イ及びロに定める調整後目標株価の適用時期は、それぞれ株式分割及び株式併合の効力発生日、並びに

払込みがなされた日とする。

ニ．さらに、上記の他、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主への配当

を行う場合等、目標株価の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、

当社は合理的な範囲で目標株価を調整することができる。

②　その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定する。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年５月11日）での決議状況

（取得期間　平成19年５月14日～平成19年５月31日）
2,700 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,700 134,350,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年６月４日）での決議状況

（取得期間　平成19年６月５日～平成19年７月31日)
5,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 5,000 234,694,050

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 7,701.38 ― 7,701.38 ―
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３【配当政策】

　当社グループは、株主に対する利益還元につきましては、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本的な方針として

おります。しかしながら、平成20年3月期の配当金につきましては、大幅な経常損失、当期純損失を計上することとなっ

たため、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。　

　当社は期末配当に加え、定款において「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることが

できる。」旨を定めております。取締役会決議において剰余金の配当が年２回まで可能となっておりますが、当社の売

上が特に下半期に集中し業績に偏りが生じているため、現在、中間配当は行っておりません。

　また、当社では配当性向（単体）20％を目標としており、今後につきましては、収益性の向上に努め、内部留保の充実

を図って参りたいと考えております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 　 第６期 　 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月
　 平成17年３月 　

平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月
　 ※１ ※２

最高（円） 800,000
374,000

□82,800

1,270,000

□337,000
239,000 152,000 112,000 69,400

最低（円） 524,000
205,000

□75,000

591,000

□192,000
192,000 55,100 60,700 13,400

　（注）１　当社株式は、平成16年２月４日から日本証券業協会に店頭登録されており、それ以前の株価については記載し

ておりません。なお、平成16年12月13日付をもって当社株式は日本証券業協会の登録を取消し、株式会社ジャ

スダック証券取引所へ上場しております。

２　当社株式は、平成16年12月28日東京証券取引所市場第二部へ上場しており、平成17年３月及び平成18年３月の

最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものを記載しております。また、平成18年５月１

日に東京証券取引所市場第一部へ上場しており、平成19年３月の最高・最低株価は東京証券取引所（市場第

一部）におけるものを記載しております。

３　平成16年７月20日付で平成16年５月31日現在の株主に対して株式分割（１：３）を、また平成17年５月20日

付で平成17年３月31日現在の株主に対して株式分割（１：５）を行っており、第６期の最高・最低株価は、

東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

４　□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

５　※１は、平成16年12月12日までの日本証券業協会におけるものであります。

６　※２は、平成16年12月13日以降のジャスダック証券取引所におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 36,500 34,300 24,450 20,850 19,300 17,100

最低（円） 25,120 22,900 18,180 13,400 14,600 13,510

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日
略歴

任期 所有株式数
（株）

代表取締役兼
社長執行役員 　 幸　寿 昭和31年７月15日生

昭和57年４月 ダイア建設㈱入社

(注)３ 96,450

平成６年６月 同社取締役東北支店長就任

平成10年６月 同社常務取締役就任

平成11年９月 当社代表取締役就任

平成14年５月 シーズコミュニティ㈱代表取締
役就任

平成15年７月 シーズライフケア㈱代表取締役
就任

平成18年５月 シーズマナーナ㈱代表取締役就
任(現任)

平成18年６月 当社代表取締役兼社長執行役員
就任（現任）

平成18年12月 大連日創置業有限公司董事長就
任（現任）

取締役兼専務
執行役員 開発事業本部長 田中　重之 昭和30年１月23日生

昭和56年６月 ダイア建設㈱入社

(注)３ 2,065

平成10年10月 同社第三本店第三事業部長

平成11年９月 当社取締役開発事業本部長就任

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員開発
事業本部長就任

平成19年４月 当社取締役兼専務執行役員開発
事業本部長就任（現任）

取締役兼常務
執行役員 営業本部長 吉澤　実 昭和36年７月26日生

昭和58年１月 ダイア建設㈱入社

(注)３ 1,325

平成10年４月 同社第二本店第五営業部長

平成11年９月 当社取締役営業本部長就任

平成18年６月 当社取締役兼執行役員営業本部
長兼第一営業部長就任

平成19年４月 当社取締役兼常務執行役員営業
本部長兼第一営業部長就任（現
任）

取締役兼常務
執行役員 事業企画本部長 佐藤　冨士夫 昭和37年２月10日生

平成８年３月 ダイア建設㈱入社

 (注)３ 1,015

平成11年４月 同社第三本店第三販売企画部次
長

平成11年９月 当社取締役事業企画本部長就任

平成18年６月 当社取締役兼執行役員事業企画
本部長就任

平成19年４月 当社取締役兼常務執行役員事業
企画本部長就任（現任）

取締役兼常務
執行役員 管理本部長 岡田　俊夫 昭和31年12月27日生

昭和54年４月 ㈱東京都民銀行入行

 (注)３ 115

平成10年４月 同社本店営業部営業二部部長

平成14年10月 同社法人営業本部副本部長

平成14年12月 当社取締役管理本部長就任

平成18年６月 当社取締役兼執行役員管理本部
長兼総務部長就任

平成19年４月 当社取締役兼常務執行役員管理
本部長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日
略歴

任期 所有株式数
（株）

取締役兼執行
役員 経営企画室長 駒場　雅志 昭和34年４月30日生

昭和58年４月 ㈱日本債券信用銀行入行

 (注)４ 10

平成11年９月 同社企画部経営企画室長

平成13年４月 ㈱グリーンハウス入社

平成17年６月 同社取締役

平成19年３月 当社執行役員経営企画室長就任

平成19年６月 当社取締役兼執行役員経営企画
室長就任（現任）

常勤監査役 　 堀部　憲司 昭和４年３月３日生

昭和59年11月 ダイア建設㈱常務取締役就任

 (注)５ 4

昭和63年７月 同社専務取締役就任

平成３年７月 同社取締役相談役就任

平成14年10月 当社常勤監査役就任（現任）

平成18年５月 シーズマナーナ㈱監査役就任
（現任）

監査役 　 棟田　裕幸 昭和29年10月24日生

平成元年３月 公認会計士登録

 (注)６ ―

平成５年３月 三優監査法人社員就任

平成11年４月 ㈱プルータス・ベンチャーサ
ポート代表取締役（現任）

平成16年６月 当社監査役就任（現任）

平成18年12月 大連日創置業有限公司監事就任
(現任)

監査役 　 内藤　良祐 昭和28年９月29日生

昭和60年４月 弁護士登録

 (注)７ ―

平成11年12月 あすか協和法律事務所パート
ナー

平成18年６月 当社監査役就任（現任）

平成19年３月 弁護士法人淀屋橋・山上合同
パートナー（現任）

監査役 　 上野　秀雄 昭和30年９月23日生

平成元年３月 弁護士登録

 (注)５ ―

平成元年４月 山岸憲司法律事務所入所

平成16年３月 上野秀雄法律事務所開設
（現任）

平成19年９月 当社監査役就任（現任）

計 100,984

　（注）１.　監査役堀部憲司、棟田裕幸、内藤良祐及び上野秀雄の４名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

　　 あります。

２.  当社では、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、取締役会の意思決定機能及び監督機能を高めること　

　　 を目的として執行役員制度を導入しております。執行役員は３名で、新規事業部長、開発事業本部第一開

　　 発部長及び開発事業本部第二開発部長で構成されております。

３.  平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４.  平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５． 平成19年９月14日開催の臨時株主総会の終結の時から４年間

６.  平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７.  平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　８． 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏　　　名 生年月日　 略    歴　  所有株式数

　　中村　泰之 （昭和22年３月３日生）　

昭和44年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成11年11月 日本ネットワークアソシエイツ㈱入社

平成11年12月 同社取締役管理本部長

平成16年７月 ㈱エヌ・ティー・エス総務部長

平成19年５月 当社内部監査室長（現任）

 　6株
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　当社では健全な企業活動を実現し、それを株主をはじめとするステークホルダーなど広く社会に説明できるよう

に、経営の透明性と効率性を高めていきたいと考えております。特に株主と経営者との関係については、会社の業務

執行においては経営者の権限に委ねられ実行されますが、その権限は資本の出し手であり最終的なリスク負担者で

ある株主の信任に基づくものであるということを強く自覚してまいります。そして、株主・顧客・取引先・従業員

・地域社会といった各ステークホルダーとの円滑な関係を構築し、国際的、社会的に理解可能な透明性の高いガバ

ナンスシステムを構築していきたいと考えております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　①　会社の機関の基本説明

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役３名（すべて社外監査役）の４

名で構成されており、取締役会及び経営企画会議に出席することで、業務執行に関する監査・監督を行っておりま

す。

　また、効率性・スピード経営を意識した取締役会は毎月１回、平成16年４月より制度化しております経営企画会議

は原則月１回以上開催しております。

　さらに平成18年６月より、変化の厳しい経営環境に機敏に対応できること、取締役会のチェック機能を強化できる

ことから執行役員制度を導入しております。

※当社のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると以下のとおりになります。
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②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制につきましては、社長直轄組織である内部監査室及び、管理本部内にて法務担当者を従事させ、業

務活動が適正かつ効率的に行われているか、社内規定に遵守しているかの調査及び指導を行っております。

　また、取締役管理本部長をプロジェクトマネージャーとした内部統制プロジェクトチームを発足し、法令及び社会

的倫理規範の遵守に関する内部統制の整備及び監督の実施に向けた体制づくりに取り組んでおります。

③　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査は、社長直轄組織である内部監査室が1名体制で行っております。内部監査室は、期初に作成する監査計画

書に基づき、主に業務活動の法令遵守及び適法性について内部監査を行っております。

　監査役は、全員が取締役会に出席し、常勤監査役については経営企画会議や社内の重要な会議に出席して取締役の

職務執行状況を監視しております。さらに、監査役は、状況に応じて各部門の責任者に対して聴取を行っているほ

か、会計監査人や内部監査室とも連携して会社業務の執行状況をチェックしております。

④　会計監査人の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務執行社員の江口潤氏と荒尾泰則氏であり、新日本監

査法人に所属し、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補等６名で監査業務を執行しており

ます。また、同法人に対しては、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づく監査を依頼しております。

⑤　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社に社外取締役はおりません。当社と社外監査役との間には、特別の利害関係はありません。

⑥　リスク管理体制の整備の状況

　当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、取締役管理本部長を委員長とし、社長及び各部署の本部長

で構成されたコンプライアンス委員会を設置しております。また、コンプライアンスマニュアルを制定し、役員及び

社員がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、研修等を通じ指導し

ております。

　さらに、法令違反及び不正行為等の早期発見と是正を図るため、昨年より公益通報者保護規程を設け、内部通報等

の受付窓口を社内外に設置し、コンプライアンス体制の強化に努めております。

(3）役員報酬の内容

　　当社の取締役に対する報酬は52,500千円、監査役に対する報酬は12,200千円であります。

(4）監査報酬の内容

　　当社の新日本監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は30,000千円であります。

　　　また、当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、財務報告

に係る内部統制に関する助言・指導業務を委託し対価として640千円を支払っています。

(5）責任限定契約の内容の概要

①当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結できる旨定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が

定める最低限度額としております。

②当社と取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）は、会社法第426条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額としております。

(6）取締役の定数

　　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(7）取締役の選任の決議要件

　　当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また取締役の選任は、累積投票によ

らない旨定款に定めております。 

(8）自己の株式の取得の決定機関

  　当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能にするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。
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(9）中間配当の決定機関

　　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定めており

ます。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的とするものであります。

(10）株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものです。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人

により監査を受けております。

EDINET提出書類

シーズクリエイト株式会社(E04019)

有価証券報告書

31/87



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  8,643,444   737,020  

２　売掛金 　  987,966   453,540  

３　販売用不動産  ※１  1,500,258   6,586,316  

４　流動用不動産  ※１  －   6,144,253  

５　仕掛販売用不動産  ※１  6,767,855   4,917,959  

６　仕掛流動用不動産   5,819,239   107,141  

７　繰延税金資産 　  121,581   33,660  

８　前払費用 　  245,360   91,898  

９　前渡金 　  －   2,741,527  

10　その他 　  125,583   224,807  

流動資産合計 　  24,211,289 92.3  22,038,126 93.4

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 ※１ 831,267   225,200   

減価償却累計額 　 38,172 793,094  40,382 184,818  

(2）土地 ※１  388,344   905  

(3）その他 　 85,571   75,071   

減価償却累計額 　 30,288 55,283  13,550 61,521  

有形固定資産合計 　  1,236,722 4.7  247,245 1.1

２　無形固定資産 　  26,815 0.1  169,198 0.7

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  10,437   9,311  

(2) 繰延税金資産 　  62,413   15,444  

(3）その他 　  695,187   1,110,018  

 　 貸倒引当金 　  △5,669   △5,669  

投資その他の資産合計 　  762,368 2.9  1,129,105 4.8

固定資産合計 　  2,025,906 7.7  1,545,548 6.6

資産合計 　  26,237,195 100.0  23,583,675 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 　  5,030,758   2,744,754  

２　短期借入金 ※１  6,674,000   6,663,500  

３　一年以内償還予定の社債 　  ―   600,000  

４　一年以内返済予定の長期
借入金

※１  937,000   3,389,000  

５　未払法人税等 　  1,091,164   14,234  

６　賞与引当金 　  77,410   83,181  

７　前受金 　  120,645   64,677  

８　その他 　  1,099,246   669,590  

流動負債合計 　  15,030,225 57.3  14,228,938 60.4

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１  3,672,000   2,926,000  

２　退職給付引当金 　  27,721   35,673  

３　役員退職慰労引当金 　  90,338   115,981  

４　その他 　  442,188   866,376  

固定負債合計 　  4,232,249 16.1  3,944,030 16.7

負債合計 　  19,262,474 73.4  18,172,969 77.1

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金   1,772,602 6.8  1,772,602 7.5

２　資本剰余金 　  1,700,210 6.5  1,700,210 7.2

３　利益剰余金 　  3,502,002 13.3  2,322,944 9.9

４　自己株式   △93 △0.0  △369,138 △1.6

　　株主資本合計 　  6,974,720 26.6  5,426,618 23.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

  ―   △667 △0.0

２　為替換算調整勘定   ―   △20,244 △0.1

　　評価・換算差額等合計 　  ―   △20,911 △0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  ―   5,000 0.0

純資産合計 　  6,974,720 26.6  5,410,706 22.9

負債純資産合計 　  26,237,195 100.0  23,583,675 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  31,839,976 100.0  21,069,425 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  25,296,144 79.4  17,533,779 83.2

売上総利益 　  6,543,832 20.6  3,535,645 16.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１・２  3,864,068 12.2  3,978,427 18.9

営業利益又は営業損失
(△) 　  2,679,764 8.4  △442,782 △2.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 115   3,415   

２　解約没収金 　 37,285   13,055   

３　起訴和解金 　 －   30,000   

４　建築費割引 　 15,472   －   

５　土地売買契約解除違約金 　 －   139,650   

６　共同出資配当金 　 －   50,000   

７　その他 　 6,662 59,535 0.2 40,724 276,845 1.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 171,638   353,971   

２　支払手数料 　 26,160   79,100   

３　株式交付費 　 227   568   

４　社債発行費 　 －   9,645   

５　上場関連費用 　 38,820   －   

６　貸倒引当金繰入額 　 4,150   －   

７　有価証券評価損 　 －   1,999   

８　その他 　 27,590 268,586 0.8 79,468 524,754 2.5

経常利益又は経常損失
(△) 　  2,470,713 7.8  △690,691 △3.3

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※３ 64   277   

２　前期損益修正益 ※４ 15,845 15,909 0.0 － 277 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※５ －   396   

２　固定資産除却損 ※６ 812 812 0.0 22,344 22,740 0.1

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△)

　  2,485,810 7.8  △713,155 △3.4

法人税、住民税及び事業
税

　 1,135,250   14,119   

法人税等調整額 　 △50,536 1,084,714 3.4 135,347 149,467 0.7

当期純利益又は当期純
損失(△) 　  1,401,096 4.4  △862,622 △4.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（千円） 1,772,602 1,700,210 2,335,680 △93 5,808,399 5,808,399

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）   △234,774  △234,774 △234,774

当期純利益   1,401,096  1,401,096 1,401,096

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

      

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

― ― 1,166,321 ― 1,166,321 1,166,321

平成19年３月31日残高（千円） 1,772,602 1,700,210 3,502,002 △93 6,974,720 6,974,720

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（千円） 1,772,602 1,700,210 3,502,002 △93 6,974,720

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △316,435  △316,435

当期純損失   △862,622  △862,622

自己株式の取得    △369,044 △369,044

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

― ― △1,179,058 △369,044 △1,548,102

平成20年３月31日残高（千円） 1,772,602 1,700,210 2,322,944 △369,138 5,426,618

 

評価・換算差額等

 　少数株主持分  　純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高（千円） ― ― ― ― 6,974,720

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △316,435

当期純損失     △862,622

自己株式の取得     △369,044

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△667 △20,244 △20,911 5,000 △15,911

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△667 △20,244 △20,911 5,000 △1,564,014

平成20年３月31日残高（千円） △667 △20,244 △20,911 5,000 5,410,706
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当
期純損失（△） 　 2,485,810 △713,155

減価償却費 　 47,033 68,541

のれん償却費 　 － 13,303

賞与引当金の増加額 　 19,239 5,771

退職給付引当金の増加額 　 12,365 7,951

役員退職慰労引当金の増加額 　 19,654 25,642

貸倒引当金増加額 　 4,150 －

受取利息 　 △115 △3,415

建築費割引 　 △15,472 －

支払利息 　 171,638 351,259

支払手数料 　 26,160 79,100

株式交付費 　 227 568

上場関連費用 　 38,820 －

社債発行費 　 － 9,645

為替差損 　 － 2,292

前期損益修正益 　 △15,845 －

固定資産売却益 　 △64 △277

固定資産売却損 　 － 396

固定資産除却損 　 812 22,344

売上債権の増減額 　 △395,144 533,988

たな卸資産の増加額 　 △5,965,777 △2,652,042

仕入債務の減少額 　 △2,795,677 △2,286,003

前払費用の減少額 　 312,665 172,915

前受金の減少額 　 △304,390 △55,967

長期預り金の増加額 　 405,256 183,042

未払消費税等の減少額 　 △132,486 △122,855

前渡金の減少額 　 － △2,772,002

その他 　 516,755 △379,369

小計 　 △5,564,383 △7,508,327

利息及び配当金の受取額 　 101 3,371

利息の支払額 　 △166,213 △369,475

法人税等の支払額 　 △939,129 △1,071,198

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △6,669,624 △8,945,629
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金積金の預入による支出 　 △93,619 △452,707

定期預金積金の払戻による収入 　 82,614 483,619

事業の譲受けによる支出 　 － △12,939

有形固定資産の取得による支出 　 △80,888 △108,051

有形固定資産の売却による収入 　 320 1,003

無形固定資産の取得による支出 　 △7,988 △5,091

貸付金の回収による収入 　 － 132,847

貸付けによる支出 　 △697 △135,300

出資による支出 　 △100,010 △199,990

敷金保証金の回収による収入 　 13,222 12,050

敷金保証金の差入による支出 　 △54,351 △186,960

その他投資活動による収入 　 2,549 －

その他投資活動による支出 　 △32,156 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △271,004 △471,520

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入れによる収入 　 12,978,000 15,832,500

短期借入金の返済による支出 　 △6,464,000 △15,843,000

長期借入れによる収入 　 4,414,000 6,670,000

長期借入金の返済による支出 　 △6,720,000 △4,964,000

社債の発行による収入 　 － 590,354

社債の償還による支出 　 △100,000 －

自己株式の取得による支出 　 － △369,044

少数株主からの払込による収入 　 － 5,000

配当金の支払額 　 △232,378 △314,333

その他 　 △73,841 △83,795

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 3,801,779 1,523,680

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 － 16,812

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 　 △3,138,848 △7,876,657

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 11,678,911 8,540,062

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 8,540,062 663,404
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

　

　

　

　

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　４社

シーズコミュニティ㈱

シーズライフケア㈱

シーズマナーナ㈱

大連日創置業有限公司

　

 上記のうち、シーズマナーナ㈱及び大連

日創置業有限公司については、当連結会計

年度において新たに設立したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　５社

シーズコミュニティ㈱

シーズライフケア㈱

シーズマナーナ㈱

大連日創置業有限公司

 　　パントリーマジックジャパン㈱

 上記のうち、パントリーマジックジャパ

ン㈱については当連結会計年度において

新たに設立したため、当連結会計年度より

連結の範囲に含めることといたしました。

２　持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち大連日創置業有限公司

の決算日は12月31日であり、連結財務諸表

の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

  (1) 重要な資産の評価基準 有価証券 有価証券 

 　　 及び評価方法  aその他有価証券  aその他有価証券 

　   時価のないもの   時価のないもの

　     移動平均法による原価法 同左

　

　

たな卸資産

 ａ商品

　後入先出法による原価法

たな卸資産

 ａ商品

　個別法による原価法

　

　

ｂ販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕　掛

流動用不動産及び未成工事支出金

ｂ流動用不動産及び販売用不動産、仕掛流

動用不動産及び仕掛販売用不動産、未成

工事支出金

　 　個別法による原価法

　

 　　　　　　　　同左

　

　

　

ｃ貯蔵品

  最終仕入原価法

　

ｃ貯蔵品

  同左

　

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　

有形固定資産

定率法

 　 ただし、建物(建物附属設備は除く)　に

ついては定額法

有形固定資産

定率法

 　 ただし、建物(建物附属設備は除く)　に

ついては定額法

　

　

 　 主な耐用年数

 　　 建物　　　　３～47年

 　 主な耐用年数

 　　 建物　　　　３～47年
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

　

　

 

 　　　　　―――――

　

（会計方針の変更）

  当連結会計会計年度から法人税法の改

正に伴い、平成19年4月1日以降取得の有形

固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、これによる損益の影響は軽微であ

ります。

 (追加情報)

 法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日

以前に取得した資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から5年均

等償却する方法によっております。

  なお、これによる損益への影響は軽微で

あります。

 

　

　

　

無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

無形固定資産

同左

　

(3）重要な繰延資産の処理

方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

株式交付費

　　　　　　　 　同左

　  (繰延資産の会計処理に関する当面の取

扱い)

　当連結会計年度より、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会計基

準委員会　平成18年８月11日実務対応報告

第19号)を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。

　なお、前連結会計年度まで連結損益計算

書及び連結キャッシュ・フロー計算書に

おいて新株発行費として表示しておりま

した新株の発行に係る費用は、当連結会計

年度より株式交付費として表示しており

ます。

 

　　　　　　　―――――

　

　

 

 　　　　　　 

　　　　　　　―――――

 

 

社債発行費

　支出時に全額費用として処理しておりま

す。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）重要な引当金の計上基

準

イ　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額計上しております。

イ　貸倒引当金

　　　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

ロ　賞与引当金

同左

　

　

ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。

ハ　退職給付引当金

同左

　

　

ニ　役員退職慰労引当金

　役員(取締役兼執行役員を含む。)及び執

行役員に対する退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

(追加情報)

　当連結会計年度より執行役員制度を導入

したことに伴い、新たに執行役員規程を定

め、役員退職慰労金規程の見直しを行って

おりますが、これによる影響は軽微であり

ます。

ニ　役員退職慰労引当金

　　　　　　　　 同左

　

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているため、特例処理を採

用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

　

　

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略して

おります。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。なお、控除対

象外消費税等については、販売費及び一

般管理費に計上しておりますが、資産に

係る繰延消費税等については、長期前払

費用に計上し、５年間で償却しておりま

す。

(1）消費税等の会計処理

　　　　　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　　　　　　　――――― のれんの償却については、10年間の定額法

により償却を行っております。　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。

同左
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会計処理の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は6,974,720千円で

あります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。　

　―――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(連結貸借対照表)

　当連結会計年度から連結財務諸表において、事業の種類

別セグメントを開示することになったことに伴い、事業区

分の見直しを行いました。その結果、当連結会計年度より

不動産流動化事業に係る完成物件を「流動用不動産」、仕

掛中の物件を「仕掛流動用不動産」として、それぞれ「販

売用不動産」、「仕掛販売用不動産」と区別して掲記する

ことといたしました。

　なお、前連結会計年度において「仕掛販売用不動産」に

含めて表示しておりました「仕掛流動用不動産」は

2,300,352千円であります。

　前連結会計年度における「流動用不動産」はありませ

ん。

　                  ―――――　

 　                  ――――― 　前連結会計年度において、流動資産「その他」に含めて

おりました「前渡金」は金額的重要性が増したため、当連

結会計年度より区分掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度において「その他」に含めて表示

しておりました「前渡金」は6,288千円であります。

  　　　　　　　　　 ―――――

　

  (連結キャッシュ・フロー計算書)

   前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「前渡金の増減

額」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区

分掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度において「その他」に含めて表示し

ておりました「前渡金の増減額」は6,288千円であります。

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　当連結会計年度において、不動産流動化事業におけるた

な卸資産として取得した物件(浅草レジデンス)については、

保有目的を賃貸事業目的に変更したため、有形固定資産(建

物639,182千円、土地387,439千円)に振替えております。

  当連結会計年度において、賃貸事業目的として保有して

いた有形固定資産(浅草レジデンス)については、不動産流動

化事業における流動用不動産（建物631,534千円、土地

387,439千円)に振替えております。

　なお、当該物件は当連結会計年度において売却したため、

売却原価は売上原価として計上しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

※１　担保に供している資産

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保に供している資産

　担保に供している資産は次のとおりであります。

仕掛販売用不動産     5,120,529千円
仕掛流動用不動産 1,572,520千円
建物 638,127千円
土地 387,439千円
 　計 7,718,616千円

仕掛販売用不動産   4,139,506千円
流動用不動産 4,333,553千円
販売用不動産 5,623,387千円
 　計 14,096,447千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

　短期借入金  3,443,000千円
　一年以内返済予定の長期借入金    937,000千円
　長期借入金  3,672,000千円

　短期借入金 5,097,000千円
　一年以内返済予定の長期借入金 3,289,000千円
　長期借入金 2,801,000千円

　２　保証債務 　２　保証債務

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証
   8,479,661千円

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証
2,662,400千円

　住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。

　 　  

　住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。

　 　  

 ３　財務制限条項 

     短期借入金のうち1,000,000千円には、以下の財務制限

条項が付されおり、各条項のいずれかに接触した場合に

は、当該借入金の借入金に対し該当する借入金額を一括

返済することがあります。

     (1)各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産額を、前年比75％以上に維持するこ

と。

     (2)各年度の決算期(中間期を含む。)における連結の

損益計算書に示される経常損益が平成18年３月期

以降の決算期(中間期を含む。)につき、２期連続して

損失とならないようにすること。

     (3)各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上

の借入依存度を60％以下に維持すること。

 ３　　　　　　　　　―――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※１　研究開発費の総額

       売上原価及び一般管理費に含まれる研究開発

　　 費     　　        　　 　　    10,717千円

 ※１　　　　　　　　　―――――

※２　販売費及び一般管理費の主なもの ※２　販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当      628,040千円
賞与引当金繰入額       69,117千円
退職給付費用      12,494千円
役員退職慰労引当金繰入額       19,654千円
広告宣伝費    1,504,095千円
販売促進費      134,813千円

給料手当 635,883千円
賞与引当金繰入額 61,346千円
退職給付費用 10,080千円
役員退職慰労引当金繰入額 25,642千円
広告宣伝費 1,145,387千円
賃借料 339,378千円
支払手数料 284,078千円
販売促進費 253,814千円

※３　固定資産売却益の内訳

その他(工具器具及び備品)      64千円
※３　固定資産売却益の内訳

その他(工具器具及び備品) 277千円
※４　前期損益修正益の内訳

　　    過年度における役員生命保険積立金の資産計上

      分と損益計上分の区分を修正したことによるもの

  　　であります。　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　    15,845千円

※４　　　　　　　　　―――――

※５　　　　　　　　　――――― ※５　固定資産売却損の内訳
 建物 396千円

計 396千円

※６　固定資産除却損の内訳 ※６　固定資産除却損の内訳

建物

その他（工具器具及び備品）

     723千円
88千円

計       812千円

建物

その他（工具器具及び備品）

21,430千円
914千円

計 22,344千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 255,191.38 － － 255,191.38

合計 255,191.38 － － 255,191.38

自己株式     

普通株式 1.38 － － 1.38

合計 1.38 － － 1.38

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 234,774 920 平成18年３月31日 平成18年６月26日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 316,435  利益剰余金 1,240 平成19年３月31日 平成19年６月27日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 255,191.38 － － 255,191.38

合計 255,191.38 － － 255,191.38

自己株式     

普通株式　（注） 1.38 7,700 － 7,701.38

合計 1.38 7,700 － 7,701.38

（注）普通株式の自己株式の増加7,700株は取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

　

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 316,435 1,240 平成19年３月31日 平成19年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,643,444千円
別段預金    △562千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預

金積金    △102,819千円
現金及び現金同等物  8,540,062千円

現金及び預金勘定 737,020千円
別段預金 △1,708千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預

金積金 △71,907千円
現金及び現金同等物 663,404千円

２ 　　　　　　　――――― 　２ 事業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳

　当社の連結子会社であるシーズライフケア株式会社が株

式会社トータルケアサポートからの事業譲受により増加

した資産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。
 固定資産 14,176千円

固定負債 △160,877千円
のれん 159,640千円
事業譲受による支出 12,939千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

有形固定資産
その他（車両
運搬具）

25,707 4,596 21,111

有形固定資産
その他（工具
器具及び備
品）

37,189 10,499 26,689

ソフトウエア 14,597 5,477 9,119

合計 77,493 20,573 56,919

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

有形固定資産
その他（車両
運搬具）

22,555 9,279 13,275

有形固定資産
その他（工具
器具及び備
品）

83,725 30,166 53,558

ソフトウエア 7,700 1,283 6,416

合計 113,980 40,729 73,250

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年以内       16,858千円

１年超       40,661千円

合計       57,519千円

１年以内 25,936千円

１年超 48,030千円

合計 73,967千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料       16,816千円

減価償却費相当額       15,275千円

支払利息相当額      1,627千円

支払リース料 23,143千円

減価償却費相当額 21,870千円

支払利息相当額 1,673千円

④減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保

証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　同左

⑤利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(減損損失について)

　 リース資産に配分された減損損失はありません。

⑤利息相当額の算定方法

同左

　

　

(減損損失について)

　 　　　　　　　　　　 同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分 連結貸借対照表計上額(千円)
その他有価証券 　

　非上場株式 10,437 

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分 連結貸借対照表計上額(千円)
その他有価証券 　

　非上場株式 9,311 
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の内容
　利用しているデリバティブ取引は金利スワップ取引で

あります。

(1）取引の内容
同左

(2）取引に対する取組方針及び利用目的
　デリバティブ取引は、将来の金利変動のリスク回避を

目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(2）取引に対する取組方針及び利用目的
同左

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用しております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(3）取引に係るリスクの内容
　利用しているデリバティブ取引に係るリスクは、市場

の金利変動に係るリスクであります。

　なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。

(3）取引に係るリスクの内容
同左

(4）取引に係るリスク管理体制
　デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限及

び取引限度額を定めた社内ルールに従い、資金担当部門

が決裁責任者の承認を得て行っております。

(4）取引に係るリスク管理体制
同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　金利スワップ取引を契約しておりますが、ヘッジ会計を

適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時価及

び評価損益の状況の記載を省略しております。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務       27,721千円

退職給付引当金       27,721千円

退職給付債務     35,673千円

退職給付引当金 35,673千円

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用      12,494千円

退職給付費用      12,494千円

勤務費用 10,080千円

退職給付費用 10,080千円

４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

　当社および連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について

は記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

同左

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税       87,307千円

賞与引当金       31,525千円

未払費用      3,604千円

未払事業所税    1,105千円

繰延消費税等 2,977千円

その他 402千円

小計      126,922千円

評価性引当額     △5,340千円

計      121,581千円

②固定資産  

退職給付引当金      11,280千円

役員退職慰労引当金       36,689千円

ゴルフ会員権名義変更料      3,652千円

貸倒引当金    1,997千円

繰延消費税等       8,932千円

繰越欠損金   85,594千円

小計      148,146千円

評価性引当額     △85,732千円

計       62,413千円

繰延税金資産合計      183,995千円

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税          707千円

賞与引当金       37,127千円

未払費用        4,159千円

未払事業所税        1,352千円

繰延消費税等      172千円

貸倒引当金    2,307千円

有価証券評価差額金  457千円

欠損金      418,030千円

その他   40千円　

 小計 464,356千円

評価性引当額   △430,696千円

計       33,660千円

②固定資産  

退職給付引当金       14,614千円

役員退職慰労引当金 47,143千円

小計  61,753千円

評価性引当額 △46,313千円

計       15,444千円

繰延税金資産合計       49,105千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　 ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
1.67

住民税均等割 0.15

評価性引当額の影響 1.00

その他 0.13

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 43.64

  　　当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上した

ため、差異原因を注記しておりません。

なお、法定実効税率は40.69％であります。
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　　　(企業結合等関係)

 　　当連結会計年度（自　平成19年4月1日　至　20年3月31日）

 　　　　（パーチェス法適用関係）

 　　１．当社の連結子会社であるシーズライフケア㈱の介護付有料老人ホームの事業譲受

 　　　（1）事業譲受企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後の企

業の名称

　　　　　企業の名称

　　　　　  ①事業譲受企業の名称及び事業の内容

           　 ㈱トータルケアサポート　　介護付有料老人ホームの運営

　　　　　  ②企業結合を行った主な理由

　　　　　　  当社グループの介護付有料老人ホーム運営で習得したノウハウを活かし、更なる企業価値の拡大を図るため、

「シーハーツ柏の葉」へ投資をいたしました。

　　　　　  ③企業結合日

              平成19年6月1日

　          ④企業結合の法的形式

              事業譲受

            ⑤結合後の企業の名称

              シーズライフケア㈱

       （2）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

            平成19年6月1日から平成20年3月31日

       （3）被取得企業の取得原価及びその内訳

            現金　12,939千円

       （4）発生したのれん及び負ののれん金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 　　　　　 ①のれん　159,640千円

　　　　　　②今後の事業展開によって期待される将来の収益力に関連して発生いたしました。

　　　　　　③定額法　10年

       （5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

 　固定資産 14,176千円

 　固定負債 △160,877千円
　 　

       （6）企業結合が当連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響概算額

           平成19年6月1日に事業譲受を行っているため損益に与える影響は軽微であります。

           なお、当該注記情報（6）については、監査証明を受けておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
マンション
分譲事業
（千円）

不動産流
動化事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他
の事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 22,336,012 8,261,324 419,304 823,336 31,839,976 － 31,839,976

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ ― － 12,529 12,529 △12,529 －

計 22,336,012 8,261,324 419,304 835,865 31,852,506 △12,529 31,839,976

営業費用 19,781,077 7,465,885 541,697 914,264 28,702,925 457,287 29,160,212

営業利益又は営業損失

(△)
2,554,934 795,439 △122,393 △78,398 3,149,581 △469,816 2,679,764

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
       

資産 9,330,804 8,813,061 1,078,260 1,541,124 20,763,250 5,473,945 26,237,195

減価償却費 9,697 808 27,165 3,544 41,216 5,817 47,033

資本的支出 － － 45,233 40,110 85,344 6,077 91,422

　（注）１．事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分につきましては、事業内容を勘案して区分しております。当連結会計年度において、不動産流動

化事業の売上高、営業利益及び資産の金額がそれぞれ全セグメントの売上高、営業利益及び資産の金額の合

計額の10％以上となったこと並びに介護事業の業容の拡大により重要性が増加しているため、次のとおり区

分して記載しております。

　各事業の主な内容は次のとおりであります。

　　　マンション分譲事業・・・分譲マンションを開発・販売する事業

　　　不動産流動化事業・・・・マンション・土地を仕入れ、貸付け等によりバリューアップ　

　　　　　　　　　　　　　　　して販売する事業、不動産転売事業

　　　介護事業・・・・・・・・訪問介護事業及び有料老人ホームを運営する事業、介護用品　

　　　　　　　　　　　　　　　の販売・レンタル事業

　　　その他の事業・・・・・・マンション管理事業、設計変更工事、住居のオプション商品

　　　　　　　　　　　　　　　の販売、リフォーム事業、不動産賃貸業、不動産仲介等の不動産流通事　

　　　　　　　　　　　　　　　業等

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は468,898千円であり、その主なものは役員

報酬、企業イメージ広告等の費用及び本社管理本部等の管理部門に係る費用であります。

 ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,473,945千円であり、その主なものは、当社

　　 での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。

 ４. 当社のその他の事業の固定資産に計上している浅草レジデンス(1,026,621千円)は、当連結会計年度におい

　　 て不動産流動化事業におけるたな卸資産として取得した物件の保有目的を賃貸事業目的に変更、振替えた

　 　ものであるため、当セグメントの資本的支出には含まれておりません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
マンション
分譲事業
（千円）

不動産流
動化事業
（千円）

介護事業
（千円）

物販事業
（千円）

 その他
の事業
 （千円

計
（千円）

消去又
は全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益         

　売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高
11,197,480 8,205,331 864,959 40,170 761,482 21,069,425 － 21,069,425
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マンション
分譲事業
（千円）

不動産流
動化事業
（千円）

介護事業
（千円）

物販事業
（千円）

 その他
の事業
 （千円

計
（千円）

消去又
は全社 
（千円）

連結
（千円）

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 37,536 18,989 56,526 △56,526 －

計 11,197,480 8,205,331 864,959 77,707 780,472 21,125,951 △56,526 21,069,425

営業費用 11,674,064 7,355,634 901,951 244,903 820,868 20,997,422 514,784 21,512,207

営業利益又は営業

損失(△)
△476,584 849,696 △36,992 △167,196 △40,396 128,528 △571,310 △442,782

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
        

資産 12,103,963 9,332,779 1,143,982 122,118 141,024 22,843,868 739,807 23,583,675

減価償却費 11,025 791 40,100 10,556 2,918 65,391 3,150 68,541

資本的支出 11,474 933 72,004 26,643 2,722 113,777 3,278 117,056

（注）１．事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分につきましては、事業内容を勘案して区分しております。

  各事業の主な内容は次のとおりであります。

　　　マンション分譲事業・・・分譲マンションを開発・販売する事業

　　　不動産流動化事業・・・・マンション・土地を仕入れ、貸付け等によりバリューアップ　

　　　　　　　　　　　　　　　して販売する事業、不動産転売事業

　　　介護事業・・・・・・・・訪問介護事業及び有料老人ホームを運営する事業、介護用品　

　　　　　　　　　　　　　　　の販売・レンタル事業

　　　物販事業・・・・・・・・ロハス関連商品の店舗販売及びパントリーマジックブランドのキッチン

　　　　　　　　　　　　　　　ウェア商品の店舗販売

　　　その他の事業・・・・・・マンション管理事業、設計変更工事、住居のオプション商品

　　　　　　　　　　　　　　　の販売、リフォーム事業、不動産賃貸業、不動産仲介等の不動産流通事　

　　　　　　　　　　　　　　　業等

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は602,563千円であり、その主なものは役員

報酬、企業イメージ広告等の費用及び本社管理本部等の管理部門に係る費用であります。

 ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,025,379千円であり、その主なものは、当社

     での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。
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４.事業区分の変更

　当社グループの事業区分は分譲マンションを開発・販売する事業を中心とした分類により「マンション分

譲事業」、「不動産流動化事業」、「介護事業」、「その他の事業」の４事業区分に分類しておりました。

従来「その他の事業」に含めておりました物販事業につきましては、ロハス関連商品の店舗の他、当連結会

計年度より新たにパントリーマジックブランドのキッチンウエア店舗を開業したため「物販事業」として

区分することといたしました。

　従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は下記のとおりであります。

 

          当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
マンション
分譲事業
（千円）

不動産流
動化事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他
の事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 11,197,480 8,205,331 864,959 801,653 21,069,425 － 21,069,425

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ ― － 56,421 56,421 △56,421 －

計 11,197,480 8,205,331 864,959 858,075 21,125,846 △56,421 21,069,425

営業費用 11,674,064 7,355,634 901,951 1,065,667 20,997,318 514,888 21,512,207

営業利益又は営業損失

(△)
△476,584 849,696 △36,992 △207,592 128,528 △571,310 △442,782

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本

的支出
       

資産 12,103,963 9,332,779 1,143,982 263,142 22,843,868 739,807 23,583,675

減価償却費 11,025 791 40,100 13,474 65,391 3,150 68,541

資本的支出 11,474 933 72,004 29,365 113,777 3,278 117,056

 １．事業区分の方法及び各区分の主な内容

事業区分につきましては、事業内容を勘案して区分しております。

  各事業の主な内容は次のとおりであります。

　　　マンション分譲事業・・・分譲マンションを開発・販売する事業

　　　不動産流動化事業・・・・マンション・土地を仕入れ、貸付け等によりバリューアップ　

　　　　　　　　　　　　　　　して販売する事業、不動産転売事業

　　　介護事業・・・・・・・・訪問介護事業及び有料老人ホームを運営する事業、介護用品　

　　　　　　　　　　　　　　　の販売・レンタル事業

　　　その他の事業・・・・・・マンション管理事業、設計変更工事、住居のオプション商品

　　　　　　　　　　　　　　　の販売、リフォーム事業、不動産賃貸業、不動産仲介等の不動産流通　　

　　　　　　　　　　　　　　　事業等　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は602,563千円であり、その主なものは役員報

酬、企業イメージ広告等の費用及び本社管理本部等の管理部門に係る費用であります。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,025,379千円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
日本
（千円）

アジア 
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
(千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

 　売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 31,839,976 － 31,839,976 － 31,839,976

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 31,839,976 － 31,839,976 － 31,839,976

 営業費用 28,691,313 － 28,691,313 468,898 29,160,212

 営業利益 3,148,663 － 3,148,663 △468,898 2,679,764

Ⅱ　資産 17,909,330 2,853,920 20,763,250 5,473,945 26,237,195

　　　（注）１．当連結会計年度において、大連日創置業有限公司(中国)の新規設立に伴い、資産が全セグメントの資

    産合計額の10％以上となったため、区分掲記しております。

２　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　３．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア・・・中国

　　４. 営業費用のうち、消去又は全体の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は468,898千円であり、その主

    ものは、役員報酬、企業イメージ広告等の費用、本社管理本部等の管理部門に係る費用であります。

　　５. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,473,945千円であり、その主なものは、

　　当社管理部門に係る費用であります。

 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本
（千円）

アジア 
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
(千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

 　売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 21,039,947 29,477 21,069,425 － 21,069,425

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
     

計 21,039,947 29,477 21,069,425 － 21,069,425

 営業費用 20,894,982 14,661 20,909,643 602,563 21,512,207

 営業利益 144,965 14,815 159,781 △602,563 △442,782

Ⅱ　資産 19,725,363 2,832,932 22,558,296 1,025,379 23,583,675

　　　（注）１. 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア・・・中国

　　３. 営業費用のうち、消去又は全体の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は602,563千円であり、その主

    ものは、役員報酬、企業イメージ広告等の費用、本社管理本部等の管理部門に係る費用であります　

 　 ４. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,025,379千円であり、その主なもの　　　　は、当

社管理部門に係る費用であります。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高が存在しないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　　　　役員及び個人主要株主等

属性 氏名

事業の

内容又は

職業

議決権等

の所有

（被所有

割合）

関係内容
取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

 事実上の

関係

役員 幸　寿 当社代表

取締役

(被所有)
直接38.9

－ － リフォー

ム工事

2,600 － －

　　　　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針

　　　　　　　　　取引については、市場価値を基準として勘案し、一般顧客に対する取引条件と同様に決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額   27,331円48銭

１株当たり当期純利益金額      5,490円40銭

１株当たり純資産額 21,842円12銭

１株当たり当期純損失金額 △3,460円72銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

連結損益計算書上の当期純利益又

は当期純損失(△)
（千円） 1,401,096 △862,622

普通株式に係る当期純利益又は当

期純損失(△)
（千円） 1,401,096 △862,622

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数 （株） 255,190 249,260

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

シーズクリエイト㈱ 第２回無担保社債
平成年月日

20.１.31
－

(－) 
600,000

(600,000)　
2.75 無担保社債

平成年月日

20.９.30

合計 － －
－

(－) 
600,000

(600,000)　
－ － －

　（注）１　(  )内書は、１年以内の償還予定額であります。　

　　　　２　連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

　　　　600,000 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

 　　　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 6,674,000 6,663,500 3.44 －

１年以内に返済予定の長期借入金 937,000 3,389,000 1.90 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く）
3,672,000 2,926,000 2.04

　平成21年5月～

　平成22年11月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）
－ － － 　　　　－

その他の有利子負債 － － － 　　　　－

合計 11,283,000 12,978,500 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとお

りであります。

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

1,301,000 1,625,000 ― ―

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  5,033,267   549,456  

２　売掛金 　  890,456   251,482  

３　販売用不動産 ※１  1,500,258   6,586,316  

４　流動用不動産  ※１  －   6,144,260  

４　仕掛販売用不動産 ※１  6,767,855   4,917,994  

５　仕掛流動用不動産 ※１  5,819,239   107,141  

６　未成工事支出金 　  711   5,088  

７　貯蔵品 　  459   1,655  

８　前渡金 　  5,250   71,068  

９　前払費用 　  245,612   82,545  

10　繰延税金資産 　  119,036   30,854  

11　その他 　  118,145   175,394  

流動資産合計 　  20,500,291 79.0  18,923,258 80.8

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 ※１ 831,532   110,190   

減価償却累計額 　 38,173 793,359  33,935 76,255  

(2）工具器具及び備品 　 85,404   16,806   

減価償却累計額 　 30,291 55,112  9,304 7,502  

(3）土地 ※１  388,344   905  

(4) 建設仮勘定 　  －   12,180  

有形固定資産合計 　  1,236,815 4.8  96,842 0.4

２　無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  186   186  

(2）ソフトウェア 　  22,062   17,335  

無形固定資産合計 　  22,248 0.1  17,521 0.1

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  10,437   9,311  

(2) 関係会社株式 　  3,423,920   3,389,682  

(3）出資金 　  100,030   300,030  

(4) 破産更生債権等 　  1,520   1,520  

(5）長期前払費用 　  1,902   6,198  

(6) 繰延税金資産 　  61,746   14,178  

(7) 敷金保証金 　  447,725   494,982  

(8) 保険積立金 　  108,363   134,427  

(9）その他 　  32,166   32,328  

     貸倒引当金 　  △5,669   △5,669  

投資その他の資産合計 　  4,182,141 16.1  4,376,991 18.7

固定資産合計 　  5,441,205 21.0  4,491,355 19.2

資産合計 　  25,941,496 100.0  23,414,614 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 　  4,402,151   2,252,850  

２　買掛金 　  590,335   449,426  

３　短期借入金 ※１  6,674,000   6,663,500  

４　関係会社短期借入金 　  －   310,650  

５　一年以内償還予定の社債 　  －   600,000  

６　一年以内返済予定の長期

借入金
※１  937,000   3,389,000  

７　未払金 　  348,890   187,290  

８　未払費用 　  69,584   42,478  

９　未払法人税等 　  1,084,600   4,145  

10　前受金 　  119,614   63,363  

11  預り金 　  618,104   381,584  

12  前受収益 　  16,299   －  

13  賞与引当金 　  61,749   58,708  

流動負債合計 　  14,922,329 57.5  14,402,997 61.5

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１  3,672,000   2,926,000  

２　退職給付引当金 　  27,111   34,845  

３　役員退職慰労引当金 　  88,800   112,757  

４　その他 　  36,932   327,533  

固定負債合計 　  3,824,843 14.8  3,401,135 14.5

負債合計 　  18,747,173 72.3  17,804,133 76.0

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  1,772,602 6.8  1,772,602 7.6

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,700,210   1,700,210   

資本剰余金合計 　  1,700,210 6.6  1,700,210 7.3

３　利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 3,721,604   2,507,474   

利益剰余金合計 　  3,721,604 14.3  2,507,474 10.7

４　自己株式   △93 △0.0  △369,138 △1.6

株主資本合計 　  7,194,323 27.7  5,611,148 24.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価　差
額金

  ― ―  △667 △0.0

　　評価・換算差額等合計 　  ― ―  △667 △0.0

純資産合計 　  7,194,323 27.7  5,610,481 24.0

負債純資産合計 　  25,941,496 100.0  23,414,614 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　マンション分譲売上高  22,336,012   11,197,480   

２　その他売上高 　 8,862,726 31,198,738 100.0 8,605,344 19,802,825 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　マンション分譲売上原価 ※１ 17,167,086   9,378,817   

２　その他売上原価 　 7,771,100 24,938,187 79.9 7,479,921 16,858,738 85.1

売上総利益 　  6,260,551 20.1  2,944,086 14.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１・２  3,545,218 11.4  3,405,274 17.2

営業利益又は営業損失(△) 　  2,715,333 8.7  △461,187 △2.3

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 85   1,757   

２　解約没収金 　 37,285   13,055   

３　共同事業配当金 　 －   50,000   

４　建築費割引 　 15,472   －   

５　土地売買契約解除違約金 　 －   139,650   

６　固定資産使用料 　 15,818   24,667   

７　その他 　 6,028 74,689 0.2 74,710 303,840 1.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 171,451   352,656   

２　社債利息 　 186   2,712   

３　支払手数料 　 26,160   77,705   

４　社債発行費 　 －   9,645   

５　上場関連費用 　 38,820   －   

６　有価証券評価損 　 －   1,999   

７　貸倒引当金繰入額 　 4,150   －   

８　その他 　 27,064 267,832 0.8 53,072 497,792 2.5

経常利益又は経常損失(△) 　  2,522,190 8.1  △655,139 △3.3

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※３ 64   277   

２　前期損益修正益 ※４ 15,845 15,909 0.0 － 277 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※５ －   396   

２　固定資産除却損 ※６ 812   22,260   

３　関係会社株式評価損 　 － 812 0.0 79,237 101,893 0.5

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失(△) 　  2,537,287 8.1  △756,755 △3.8

法人税、住民税及び事業税 　 1,127,663   4,731   

法人税等調整額 　 △48,729 1,078,934 3.4 136,207 140,939 0.7

当期純利益又は当期純損
失(△) 　  1,458,353 4.7  △897,694 △4.5
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売上原価明細書

①　マンション分譲売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　用地費 　 4,555,260 26.5 2,798,533 29.9

Ⅱ　外注費 　 12,153,052 70.8 6,306,157 67.2

Ⅲ　経費 　 458,773 2.7 274,126 2.9

合計 　 17,167,086 100.0 9,378,817 100.0

②　その他売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

 Ⅰ　用地費 　 6,317,366 81.3 7,244,406 96.9

Ⅱ　外注費 　 1,439,641 18.5 225,207 3.0

Ⅲ　経費 　 14,092 0.2 10,307 0.1

合計 　 7,771,100 100.0 7,479,921 100.0

　（注）　当社の原価計算方法は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,772,602 1,700,210 2,498,026 △93 5,970,745 5,970,745

事業年度中の変動額       

剰余金の配当（注）   △234,774  △234,774 △234,774

当期純利益   1,458,353  1,458,353 1,458,353

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

     －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － 1,223,578 － 1,223,578 1,223,578

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,772,602 1,700,210 3,721,604 △93 7,194,323 7,194,323

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,772,602 1,700,210 3,721,604 △93 7,194,323

事業年度中の変動額      

剰余金の配当   △316,435  △316,435

当期純損失   △897,694  △897,694

 自己株式の取得    △369,044 △369,044

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

     

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － △1,214,130 △369,044 △1,583,175

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,772,602 1,700,210 2,507,474 △369,138 5,611,148

 

 　　評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日　残高
（千円）

－ － 7,194,323

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △316,435

当期純損失   △897,694

 自己株式の取得   △369,044

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△667 △667 △667

事業年度中の変動額合計
（千円）

△667 △667 △1,583,842

平成20年３月31日　残高
（千円）

△667 △667 5,610,481
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式
移動平均法による原価法

(1）子会社株式
同左

　 (2) 有価証券
　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

(2) 有価証券
　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産、　　
仕掛流動用不動産及び未成工事支出金

(1）販売用不動産、流動用不動産、仕掛販
売用不動産、仕掛流動用不動産及び未成

工事支出金
 個別法による原価法 同左

　

　

(2）貯蔵品
最終仕入原価法

(2）貯蔵品
同左

３　固定資産の減価償却の方

法

　

(1）有形固定資産
定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　３～47年

(1）有形固定資産
定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　３～47年
　

　

　

　

 　　　　　―――――

　

（会計方針の変更）

　当事業年度から法人税法の改正に伴い、

平成19年4月1日以降取得の有形固定資産
について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

　なお、これによる損益への影響は軽微で

あります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日
以前に取得した資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から5年均
等償却する方法によっております。

なお、これによる損益への影響は軽微であ

ります。

　

　

(2）無形固定資産
　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産
同左

４　引当金の計上基準

　

(1）貸倒引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるた

　め、一般債権については貸倒実績率に

　より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

　いては個別に回収可能性を勘案し、回

　収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金
同左

　

　

(2）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

(2）賞与引当金
同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　引当金の計上基準　

　

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上してお

ります。

(3）退職給付引当金

同左

　

　

(4）役員退職慰労引当金

　役員(取締役兼執行役員を含む。)及び執

行役員に対する退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。

　(追加情報)

　当事業年度より執行役員制度を導入した

ことに伴い、新たに執行役員規程を定め、

役員退職慰労金規程の見直しを行ってお

りますが、これによる影響は軽微でありま

す。

(4）役員退職慰労引当金

　　　　　　　　 同左

　

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６　ヘッジ会計の方法

　

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているため、特例処理を採

用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

　

　

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っておりま

す。

(3）ヘッジ方針

同左

　

　

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略して

おります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

　なお、控除対象外消費税等については、

販売費及び一般管理費に計上しており

ますが、資産に係る繰延消費税等につい

ては長期前払費用に計上し、５年間で償

却しております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は7,194,323千円で

あります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。　

―――――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  当事業年度から財務諸表において、事業の種類別セグメ

ント情報を開示することになったことに伴い、事業区分の

見直しを行ないました。その結果、当事業年度より不動産

流動化事業に係る完成物件を「流動用不動産」、仕掛中の

物件を「仕掛流動用不動産」として、それぞれ「販売用不

動産」、「仕掛販売用不動産」と区別して掲記することと

致しました。

　なお、前事業年度において「仕掛販売用不動産」に含め

て表示しておりました「仕掛流動用不動産」は2,300,352

千円であります。

　前事業年度における「流動用不動産」はありません。

                     ―――――

追加情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　当事業年度において、不動産流動化事業におけるたな卸

資産として取得した物件(浅草レジデンス)については、保有

目的を賃貸事業目的に変更したため、有形固定資産(建物

639,182千円、土地387,439千円)に振替えております。

　当事業年度において、賃貸事業目的として保有していた有

形固定資産(浅草レジデンス)については、不動産流動化事業

における流動用不動産（建物631,799千円、土地387,439千円)

に振替えております。

　なお、当該物件は当事業年度において売却が実現し、売上

原価は売上原価として計上しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

仕掛販売用不動産    5,120,529千円

仕掛流動用不動産 1,572,520千円

建物 638,127千円

土地 387,439千円

 　　計 7,718,616千円

仕掛販売用不動産   4,139,506千円
流動用不動産 4,333,553千円
販売用不動産 5,623,387千円
 　計 14,096,447千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金  3,443,000千円

一年以内返済予定の長期借入金   937,000千円

長期借入金  3,672,000千円

　短期借入金 5,097,000千円
　一年以内返済予定の長期借入金 3,289,000千円
　長期借入金 2,801,000千円

　２　保証債務 　２　保証債務

当社物件購入者等に対する住宅

ローン保証
   8,479,661千円

当社物件購入者等に対する住宅

ローン保証
2,662,400千円

     住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの

　 金融機関等に対する保証債務であります。 

 ３　財務制限条項

 短期借入金の合計額のうち1,000,000千円には、以下の

財務制限条項が付されており、各条項のいずれかに接触

した場合には、当該借入金の借入先に対し該当する借入

金額を一括返済することがあります。

 　　(1)各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産額を、前年比75％以上に維持するこ

と。

 　　(2)各年度の決算期(中間期を含む。)における連結の

損益計算書に示される経常損益が平成18年３月期

以降の決算期(中間期を含む。)につき、２期連続して

損失とならないようにすること。

 　　(3)各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

上の借入依存度を60％以下に維持すること。

     住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの

　 金融機関等に対する保証債務であります。 

 ３　　　　　　　　　　　―――――
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（損益計算書関係）

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

※１　研究開発費の総額 ※１              　―――――　　　　

 　　 売上原価及び一般管理費に含まれる研究開発費　　　　

　　　　　　　　　　　　　                        

    10,717千円

 

※２　販売費及び一般管理費の主なもの ※２　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬      162,350千円

給料手当      577,483千円

広告宣伝費    1,460,721千円

販売促進費    134,813千円

賞与引当金繰入額 61,749千円

退職給付費用 12,223千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,292千円

減価償却費 46,888千円

役員報酬 222,200千円

給料手当 555,832千円

広告宣伝費 1,121,775千円

販売促進費 255,904千円

賞与引当金繰入額 51,522千円

退職給付費用 9,845千円

役員退職慰労引当金繰入額 23,957千円

減価償却費 56,938千円

支払手数料 256,726千円

　おおよその割合 　おおよその割合

販売費 45.2％

一般管理費 54.8％

販売費 　　40.6％

一般管理費 59.4％

※３　固定資産売却益の内訳

　工具器具及び備品　　　　　　　　　　64千円

※３　固定資産売却益の内訳

　工具器具及び備品　　　　　　　　 　277千円

※４　前期損益修正益

　　　　過年度における役員生命保険積立金の資産計上

　　　分と損益計上分の区分を修正したことによるもの

　　　であります。

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　15,845千円

※４              　―――――　　　　

※５             　―――――　　　 ※５　固定資産売却損の内訳

 建物 396千円

計 396千円

※６　固定資産除却損の内訳 ※６　固定資産除却損の内訳

建物

工具器具及び備品

723千円

88千円

計  812千円

建物

工具器具及び備品

21,346千円

914千円

計     22,260千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1.38 － － 1.38

合計 1.38 － － 1.38

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式　（注） 1.38 7,700 － 7,701.38

合計 1.38 7,700 － 7,701.38

　（注）普通株式の自己株式の増加7,700株は取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 12,406 2,412 9,994

工具器具及び
備品

33,832 10,220 23,612

ソフトウェア 7,900 790 7,110

合計 54,138 13,422 40,716

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 12,406 6,547 5,858

工具器具及び
備品

50,303 19,099 31,204

ソフトウェア 7,700 1,283 6,416

合計 70,410 26,930 43,479

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 12,346 千円

１年超  28,682 千円

合計  41,028 千円

１年以内 15,648千円

１年超 28,324千円

合計 43,973千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料    13,115 千円

減価償却費相当額  11,898 千円

支払利息相当額 1,140 千円

支払リース料 15,183千円

減価償却費相当額 14,362千円

支払利息相当額 1,022千円

④減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保

証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　同左

⑤利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 (減損損失について)

    リース資産に按分された減損損失はありません。

⑤利息相当額の算定方法

同左

 

 

 (減損損失について)

    　　　　　　　　　　 同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

  子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

  子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税       86,884千円

賞与引当金       25,125千円

未払費用

未払事業所税 

     2,942千円

   1,105千円

繰延消費税等 　　2,977千円

計      119,036千円

②固定資産  

退職給付引当金      11,031千円

役員退職慰労引当金

ゴルフ会員権名義変更料

貸倒引当金

      36,132千円

     3,652千円

   1,997千円

繰延消費税等 8,932千円

計       61,746千円

繰延税金資産合計      180,782千円

（繰延税金資産）  

①流動資産  

賞与引当金       23,888千円

未払費用

未払事業所税 

       2,675千円

       1,352千円

繰延消費税等 　　     172千円

貸倒引当金 2,307千円

 有価証券評価差額金 457千円

 欠損金 322,166千円　

小計  353,020千円

 評価性引当額 △322,166千円　

　 計 30,854千円　

②固定資産  

退職給付引当金       14,178千円

役員退職慰労引当金  45,881千円

小計       60,059千円

評価性引当額 △45,881千円　

計 14,178千円　

繰延税金資産合計       45,032千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 　 　当事業年度は、税引前当期純損失を計上したため差異

原因を注記しておりません。

 　　なお、法定実効税率は40.69％であります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     28,192円03銭

１株当たり当期純利益金額      5,714円77銭

１株当たり純資産額      22,669円53銭

１株当たり当期純損失金額 △3,601円43銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

損益計算書上の当期純利益又は当

期純損失(△)
（千円） 1,458,353 △897,694

普通株式に係る当期純利益又は当

期純損失(△)
（千円） 1,458,353 △897,694

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式の期中平均株式数 （株） 255,190 249,260

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 831,532 32,427 753,769 110,190 33,935 31,985 76,255

工具器具及び備品 85,404 5,934 74,531 16,806 9,304 19,658 7,502

土地 388,344 － 387,439 905 － － 905

建設仮勘定 － 12,180 － 12,180 － － 12,180

有形固定資産計 1,305,280 50,542 1,215,740 140,082 43,239 51,644 96,842

無形固定資産        

電話加入権 186 － － 186 － － 186

ソフトウェア 26,144 10,062 9,823 26,383 9,047 5,294 17,335

無形固定資産計 26,330 10,062 9,823 26,569 9,047 5,294 17,521

長期前払費用 3,274 4,931 120 8,085 1,886 634 6,198

 (注) １　前期末残高、当期増加額、当期減少額及び当期末残高は取得価額によって記載しております。

　    ２　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　

　　　（1）建物の増加額のうち主なものは、パントリーマジック港北MINAMO店の内装工事代24,322千円、本社増床工事

7,264千円であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（2）建物の減少額のうち主なものは、エル・マナーナの店舗閉店に伴う除売却28,623千円、子会社のシーズライフケア

㈱への売却85,964千円、浅草レジデンスの売却639,182千円であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　　（3）工具器具及び備品の減少額のうち主なものは、子会社のシーズライフケア㈱への売却73,171千円であります。　　

　　　（4）土地の減少額のうち主なものは、浅草レジデンスの売却387,439千円であります。　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 5,669 － － － 5,669

賞与引当金 61,749 58,708 61,749 － 58,708

役員退職慰労引当金 88,800 23,957 － － 112,757
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 7,033

預金の種類

当座預金 291

普通預金 468,515

別段預金 1,708

定期預金 71,907

計 542,423

合計 549,456

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

一般顧客 251,482

合計 251,482

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

①前期繰越

　 （単位：千円）

区分 期首残高
当期回収高

当期末残高
１ヶ月以内 ２ヶ月以内 ３ヶ月以内 ４ヶ月以内 ４ヶ月超

マンション分譲事業 682,590 649,790 32,800 － － － －

その他事業 207,866 157,121 34,503 3,516 4,604 8,121 －

合計 890,456 806,911 67,303 3,516 4,604 8,121 －

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

②当期発生分

（単位：千円）

区分 当期発生高
当期回収高

当期末残高
１ヶ月以内 ２ヶ月以内 ３ヶ月以内 ４ヶ月以内 ４ヶ月超

マンション分譲事業 646,700 363,500 52,200 － － － 231,000

その他事業 772,906 751,675 747 － － － 20,482

合計 1,419,606 1,115,175 52,947 － － － 251,482

　（注）１　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

２　当期末残高のうち、滞留期間１ヶ月以内のものは251,482千円であります。
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c　販売用不動産

物件名 金額（千円） 戸数

シーズガーデン武蔵藤沢 2,719,458 98

シーズガーデン町田 1,928,113 56

シーズガーデン桐生 1,064,965 49

シーズガーデン水戸新原 467,227 20

シーズガーデン八王子 289,654 10

シーズガーデン浜野 68,739 3

その他 48,157 2

合計 6,586,316 238

d　流動用不動産

物件名 金額（千円） 面積（㎡）

田端プロジェクト 1,738,627 1,180.90

熱海プロジェクト 1,384,499 62,245.30

東池袋プロジェクト 1,119,073 296.10

広尾プロジェクト 844,990 432.50

錦糸町プロジェクト 681,240 301.62

甲府昭和プロジェクト 211,442 1,737.90

小石川プロジェクト 164,388 100.53

合計 6,144,260 66,294.85

　（注）面積は、土地の面積であります。

　　　　e　仕掛販売用不動産

物件名 金額（千円） 面積（㎡）

シーズガーデン綱島 1,456,387 2,928.36

シーズガーデン武蔵村山 769,701 3,974.48

シーズスクエア新御徒町 581,289 262.96

シーズスクエア練馬 522,611 321.73

シーズスクエア田端新町 488,243 321.73

シーズガーデン衣笠 322,475 2,889.0

シーズスクエア東尾久 277,525 274.98

シーズガーデン長野城山公園 220,120 1,504.01

シーズスクエア王子 175,458 186.55

シーズガーデン軽井沢 104,180 15,629.00

合計 4,917,994 28,292.80

 

 （注）面積は、土地の面積であります。

f 仕掛流動用不動産

区分 金額（千円） 面積（㎡）

利根町 66,500 219,562.63

いわき 40,641 1,838.56

合計 107,141 221,401.19

 （注）面積は、土地の面積であります。
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         g  未成工事支出金

区分 金額(千円) 

  リフォーム工事代 5,088

 合計 5,088

　

         h  貯蔵品

区分 金額(千円)

  印紙、切手 1,655

 合計 1,655

　

 　　　  i  関係会社株式

区分 金額(千円)

  大連日創置業有限公司 2,853,920

  シーズライフケア㈱ 430,000

  パントリーマジックジャパン㈱ 45,000

  シーズコミュニティ㈱ 40,000

  シーズマナーナ㈱ 20,762

 合計 3,389,682
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②　負債の部

ａ　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

川村工営㈱ 827,697

井上工業㈱ 772,750

多田建設㈱ 630,667

㈱吉原組 21,735

合計 2,252,850

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成20年４月 745,357

平成20年５月 123,531

平成20年６月 147,836

平成20年７月 1,236,123

合計 2,252,850

ｂ　買掛金

相手先 金額（千円）

㈱新昭和 262,288

㈱吉原組 45,780

井上工業㈱ 20,382

㈱グリーンジャパン 18,855

東鉄工業㈱ 17,167

フジ電設㈱ 15,750

㈱USEN 10,269

その他 58,933

合計 449,426

c　短期借入金

相手先 金額（千円）

SMBCファイナンスサービス㈱ 2,470,000

㈱みずほ銀行 1,054,000

中央三井ファイナンスサービス㈱ 770,000

㈱SF不動産クレジット 500,000

㈱横浜銀行 335,000

㈱東京都民銀行 303,000

㈱八千代銀行 300,000

㈱山梨中央銀行 300,000

その他 942,150

計 6,974,150

d　一年以内返済予定の長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京UFJ銀行 1,450,000
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相手先 金額（千円）

㈱三井住友銀行 1,239,000

㈱八千代銀行 600,000

㈱群馬銀行 100,000

合計 3,389,000

e　長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱りそな銀行 1,600,000

㈱三菱東京UFJ銀行 584,000

㈱三井住友銀行 452,000

その他 290,000

合計 2,926,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　10株券　100株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　　　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　　全国各支店

日本証券代行株式会社　　　　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない自由

によって電子公告による公告をすることができない場合には、日本経済新

聞に掲載して行う。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載してお

り、そのアドレスは次のとおりである。

http://www.cscreate.co.jp/kessan/

株主に対する特典 あり

　（注）１　当社は旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。

２　当社は平成19年２月９日開催の取締役会において、株主優待制度の変更を以下のとおり決議しました。なおこ

の変更は、平成19年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された１株以上の株式を保有する株主

に対する優待から実施いたします。

　（優待の内容）

 　　１株以上５株未満　　　クオカード１枚（500円分）

　 　５株以上50株未満　　　健康・環境関連グッズ（3,000円相当）

　　50株以上100株未満　　　健康・環境関連グッズ（6,000円相当）

　　100株以上　　　　　　　 健康・環境関連グッズ（9,000円相当）

　　１株以上　　　　　　　 当社新築マンションの分譲価格１％割引券１枚
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)　有価証券報告書及びその添付書類

 　　　　　　　事業年度（第８期）自平成18年４月１日至平成19年３月31日

 　　　　　　平成19年６月27日　関東財務局長に提出

(２)　訂正報告書

 　　　　　　　平成19年６月27日に提出した第８期有価証券報告書に係る訂正報告書

 　　　　　　平成19年９月28日　関東財務局長に提出

             平成19年６月27日に提出した第８期有価証券報告書に係る訂正報告書

 　　　　　　平成20年５月28日　関東財務局長に提出

(３)　半期報告書

 　　　　　　　（第９期中）自平成19年４月１日至平成19年９月30日

 　　　　　　平成19年12月25日　関東財務局長に提出

(４)　自己株券買付状況報告書

 　　　　報告期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年５月31日）平成19年６月８日に関東財務局長に提出

 　　　　報告期間（自　平成19年６月１日　至　平成19年６月30日）平成19年７月６日に関東財務局長に提出

 　　　　報告期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年７月31日）平成19年８月２日に関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 江口　潤　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒尾　泰則　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シーズクリエイト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

シーズクリエイト株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月30日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 江口　潤　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒尾　泰則　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シーズクリエイト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

シーズクリエイト株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 江口　潤　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒尾　泰則　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シーズクリエイト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

シーズクリエイト株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月30日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 江口　潤　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒尾　泰則　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シーズクリエイト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

シーズクリエイト株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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